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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
（注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は平成16年２月期より連結財務諸表を作成しております。 

３ 平成16年２月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株引受権の残高及び転換社債

の期首残高がありますが、当社株式は非上場かつ非登録であり、期中平均株価が把握できないため、転換

社債の転換請求権未行使残高に対してのみ調整計算を行なって記載しております。 

４ 平成17年２月期までの株価収益率については、当社株式は非上場かつ非登録でありますので、記載してお

りません。 

５ 平成17年２月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株引受権の残高があります

が、当社株式は非上場かつ非登録であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

６ 当社は、平成17年６月22日付で１株につき３株の割合をもって株式分割を行っております。 

７ 当社は、平成18年３月１日付で１株につき２株の割合をもって株式分割を行っており、平成18年２月末時

点の株価は権利落後の株価となっております。 

 このため、平成18年２月期の株価収益率については、１株当たり当期純利益金額との整合性を図ること

から、権利落後の株価に分割割合を乗じて算定しております。 

８ 純資産額の算定にあたり、平成19年２月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第８号）を適用しております。 

第一部 【企業情報】

回次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期

決算年月 平成15年2月 平成16年2月 平成17年2月 平成18年2月 平成19年2月

売上高 (千円) － 19,617,027 22,399,309 26,431,463 30,134,508

経常利益 (千円) － 803,830 990,335 1,153,165 1,060,051

当期純利益 (千円) － 395,648 523,016 638,534 554,079

純資産額 (千円) － 2,329,496 2,821,502 4,516,225 4,945,638

総資産額 (千円) － 7,606,510 8,790,483 10,511,087 13,171,040

１株当たり純資産額 (円) － 680,351.80 824,074.36 299,368.35 164,788.70

１株当たり当期純利益金額 (円) － 119,067.25 148,048.97 46,578.58 18,461.92

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額

(円) － 111,651.10 － 46,493.77 18,406.72

自己資本比率 (％) － 30.6 32.1 43.0 37.5

自己資本利益率 (％) － 18.9 20.3 17.4 11.7

株価収益率 (倍) － － － 17.4 11.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) － 736,223 426,475 607,057 304,548

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) － △837,522 △1,130,173 △1,647,498 △2,136,341

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) － 777,902 436,969 372,713 1,807,555

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) － 1,579,498 1,312,769 645,042 620,804

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名)
－ 
 

219

〔 337〕

237

〔 427〕

256

〔  527〕

302

〔 645〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
（注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 上記期間中平成16年２月期以降については、証券取引法第193条の2の規定に基づき監査法人トーマツより
監査を受けておりますが、平成15年２月期については監査を受けておりません。 

３ 平成16年２月期の第１、第２及び第３新株は第１回無担保転換社債の転換による新株であります。 
４ 平成16年２月期までの潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株引受権及び転換社債の

期首残高がありますが、当社株式は非上場かつ非登録であり、期中平均株価が把握できないため、転換社
債の転換請求権未行使残高に対してのみ調整計算を行って記載しております。 

５ 平成17年２月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株引受権の残高があります
が、当社株式は非上場かつ非登録であり、期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。 

６ 平成17年２月期までの株価収益率については、当社株式は非上場かつ非登録でありますので、記載してお
りません。 

７ 平成17年６月22日付で１株につき３株の割合をもって株式分割を行っております。 
８ 当社は、平成18年３月１日付で１株につき２株の割合をもって株式分割を行っており、平成18年２月末時

点の株価は権利落後の株価となっております。 
 このため、平成18年２月期の株価収益率については、１株当たり当期純利益金額との整合性を図ること
から、権利落後の株価に分割割合を乗じて算定しております。 

９ 純資産額の算定にあたり、平成19年２月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企
業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基
準適用指針第８号）を適用しております。 

  

回次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期

決算年月 平成15年2月 平成16年2月 平成17年2月 平成18年2月 平成19年2月

売上高 (千円) 16,500,515 19,617,027 22,399,309 26,431,463 30,134,508

経常利益 (千円) 655,986 793,923 978,309 1,136,706 1,037,945

当期純利益 (千円) 341,880 391,257 516,505 629,537 541,788

資本金 (千円) 273,750 323,750 323,750 798,600 799,300

発行済株式総数 (株) 2,900 3,400 3,400 15,000 30,012

純資産額 (千円) 1,853,714 2,318,647 2,804,143 4,489,868 4,906,991

総資産額 (千円) 5,838,495 7,604,052 8,785,253 10,501,299 13,154,558

１株当たり純資産額 (円) 634,867.23 677,161.09 818,968.57 297,611.25 163,500.99

１株当たり配当額 
(内、１株当たり 
中間配当額)

(円)

5,000.00

（ － ）

旧株  5,000.00

第1新株2,918.00
第2新株2,850.00
第3新株2,754.00

（ － ）

5,000.00

（ － ）

6,600.00

（ － ）

3,300.00

（ － ）

１株当たり当期純利益金額 (円) 113,544.99 117,689.07 146,133.88 45,894.78 18,052.41

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額

(円) 97,104.36 110,360.04 － 45,811.22 17,998.43

自己資本比率 (％) 31.7 30.5 31.9 42.8 37.3

自己資本利益率 (％) 20.2 18.8 20.2 17.3 11.5

株価収益率 (倍) ― ― ― 17.6 12.2

配当性向 (％) 4.4 4.2 3.4 14.4 18.3

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名)
95

〔 114〕
119

〔 136〕
117

〔 154〕
124

〔 174〕
125

〔 188〕



２ 【沿革】 

当社の前身は、現代表取締役社長西郷辰弘が医薬品等の小売業を目的として、昭和53年４月に岩手県紫波郡都南

村永井22地割３番70において、現専務取締役西郷喜代子と協同組合ベルセンター（現 株式会社ベルセンター）の

スーパーマーケット都南プラザにテナントとして入店し、都南プラザドラッグを個人で創業したことに始まりま

す。その後、昭和56年２月に有限会社薬王堂（出資金5,000千円）を岩手県紫波郡矢巾町大字白沢第５地割116番地

に設立いたしました。昭和58年より単独出店し、店舗の大型化に取組み、平成３年６月にチェーンストア企業を本

格的に志向するため、有限会社薬王堂を組織変更し、「株式会社薬王堂」を岩手県盛岡市中野一丁目16番５号に設

立いたしました。 

株式会社薬王堂設立後の当社グループの変遷は次のとおりであります。 

 
  

年月 変遷の内容

平成３年６月 有限会社薬王堂を組織変更し、株式会社薬王堂（資本金10,000千円）として設立。

平成４年８月 岩手県盛岡市に県内初の150坪型ドラッグストア「津志田店」を開店。

平成７年３月 岩手県花巻市に県内初の300坪型スーパードラッグストア「花巻南店」を開店。

平成８年３月 発注業務の合理化を図るためＥＯＳ「オンライン発注システム」を導入。

平成８年12月 岩手県紫波郡に県内初の450坪型スーパードラッグストア「矢巾店」を開店。

本社を岩手県紫波郡矢巾町大字南矢幅第７地割82番地１（現 445番地）に移転。

平成10年３月 調剤薬局の技術取得と今後の事業展開に備えて岩手県水沢市（現 奥州市）に「水沢調剤セン

ター」を開店。

平成11年３月 有限会社薬王堂販売(100％子会社、資本金3,000千円)を岩手県盛岡市中野一丁目16番５号に設

立（現 連結子会社）。

平成11年８月 販売業務の合理化を図るためＰＯＳ（販売時点情報管理システム）レジを全店に導入。

平成12年３月 物流システム効率化のため、岩手県紫波郡に薬王堂物流センターを稼動。

平成12年５月 宮城県栗原郡（現 栗原市）に宮城県進出第１号店としてイオンタウンショッピングセンター

内に「金成店」を開店。

平成12年７月 秋田県横手市に秋田県進出第１号店として300坪型スーパードラッグストア「横手店」を開

店。

平成12年10月 調剤併設型店舗第１号店として岩手県紫波郡の「矢巾店」内に調剤薬局を増設開店。

平成14年８月 青森県八戸市に青森県進出第１号店として300坪型スーパードラッグストア「八戸新井田店」

を開店。

平成15年３月 株式会社東京三菱銀行（現 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行）、株式会社岩手銀行の両行をアレ

ンジャー、株式会社東京三菱銀行をエージェントとするシンジケート・ローン契約を締結し、

10億円を調達。

平成15年11月 「水沢調剤センター」を岩手県水沢市（現 奥州市）の桜屋敷店内に調剤併設型薬局として移

設。

平成16年９月 岩手県花巻市に450坪型スーパードラッグストア「花巻小舟渡店」（60号店）を開店。

平成17年９月 岩手県紫波郡に200店舗まで対応可能な大型物流センターを稼動。

株式会社ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成17年10月 岩手県盛岡市に日配物流センターを稼動。



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社（株式会社薬王堂）及び連結子会社１社（有限会社薬王堂販売）から構成されており、医薬

品、化粧品、日用雑貨品、食品等を販売する小売業を主たる業務としております。 

当社グループの事業内容及び当社と連結子会社の当該事業における位置付けは次のとおりであります。 

なお、当社グループは単一事業を営んでおり、事業の種類別セグメントの記載は困難であるため、取扱商品の品目別

にその内容と特徴を表にまとめて記載しております。 

  
 

（注）当社は、連結子会社の有限会社薬王堂販売に対して、販売の委託（薬事法上の異業態である薬種商販売業）を

行なっております。 

(1) 取扱品目の内容と特徴 

 
  

区 

分

ヘ  ル  ス  ケ  ア ビ ュ ー テ ィ ケ ア ホ  ー  ム  ケ  ア コンビニエンスケア

内 

容

○ドラッグ

・風邪薬・整腸胃腸薬・

保健薬・健康食品・栄

養薬・皮膚病薬・調剤

等

○衛生用品

・医療用具・介護用品等

○ベビー用品

・育児用品・紙オムツ類

 ・ベビーフード等

○化粧品

・基礎化粧品・カウンセ

リング化粧品・男性化

粧品・化粧小間物等

○トイレタリー

・シャンプー・リンス・

スタイリング・ヘアカ

ラー・オーラル・スキ

ンケア等

○衣料

・紳士肌着・婦人肌着・

子供肌着・Ｔシャツ・

寝装品・子供衣料・ベ

ビー衣料・履物等

○日用品

・洗 剤・紙 類・台 所 用

品・行楽用品・清掃用

品・収納用品等

○バラエティ

・電気小物・オーディ

オ 関 連・家 電・文

具・玩具・ペット用

品・殺虫剤・書籍・

園芸用品等

○食品

・飲料・嗜好品・日配

品・菓 子・加 工 食

品・ラーメン・冷凍

食品・グローサリー

○酒類

特 

徴

ヘルスケアは、セルフメ

ディケーションの高ま

り、サプリメントマーケ

ットの拡大等により、

「健康の維持・増進」と

「病気の治療」に欠かせ

ない商品群となっており

ます。また薬剤師による

服薬指導や育児相談会が

ファンを囲い込み、かか

りつけ薬局として信頼を

得ております。

高齢化社会の到来や女性

の社会進出が一層進展す

る中、ますますビューテ

ィケアの意識が高まりを

見せております。トイレ

タリー関連は、ファミリ

ーユースからパーソナル

ユースに移行しており、

それに伴い商品が多様化

していることから、ニー

ズに合わせ品揃えを強化

しております。

衣料は、実用品を中心と

した品揃えと低価格政策

で集客し、日用品では、

低価格消耗品の充実によ

り買上点数アップを目的

とした売場構成になって

おります。また、海外調

達品を導入し、粗利益を

確保しております。

コンビニエンスケア

は、顧客の利便性を追

及した品揃えとなって

おります。特に食品

は、低価格政策と売場

拡大で販売量も増大し

来店頻度を高めるため

に最も重要な商品群で

あります。



(2) 店舗形態 

  当社グループは、出店立地に合わせて次のような店舗形態に分類しております。 

 
（注）１ 店舗数は、平成19年２月28日現在における数値であります。 

２ 上記には調剤併設型の店舗が４店舗含まれます。 

  

店 舗 形 態 ド ラ ッ グ ス ト ア スーパードラッグストア バ ラ エ テ ィ ス ト ア

 

 

立 地 の 特 徴 

 

 

 

 郊外の新興住宅地と商業地を

結ぶ生活道路又は市街地を中心

に、車で来店されることを前提

に駐車場を完備し、出入りしや

すい立地に展開する形態であり

ます。商圏人口は２万人以下を

基準としております。

 郊外の新興住宅地と商業地を

結ぶ生活道路を中心に、車で来

店されることを前提に大型の駐

車場を完備し、出入りしやすい

立地に展開する形態でありま

す。ヘルスケア、ビューティケ

ア以外の品揃えを強化し、ドラ

ッグストアより商圏人口の基準

を低く設定しております。

 郊外の新興住宅地と商業地を

結ぶ生活道路を中心に、車で来

店されることを前提に駐車場を

完備し、出入りしやすい立地に

展開する形態であります。スー

パードラッグストアよりさらに

小商圏で成立させることを目的

とした実験店舗として取り組ん

でおります。

標    準 

売 場 面 積
300坪型 450坪型 －

 

 

 

 

取 扱 品 目 

 

 

 

 

○ヘルスケア

・ドラッグ・衛生用品・ベビ

ー用品・調剤

○ビューティケア

・化粧品・トイレタリー

○ホームケア

・衣料・日用品

○コンビニエンスケア

・バラエティ・食品・酒類

○ヘルスケア 

・ドラッグ・衛生用品・ベビー

用品・調剤 

○ビューティケア 

・化粧品・トイレタリー 

○ホームケア 

・衣料・日用品 

○コンビニエンスケア 

・バラエティ・食品・酒類

○ヘルスケア 

・衛生用品・ベビー用品 

○ビューティケア 

・化粧品・トイレタリー 

○ホームケア 

・衣料・日用品 

○コンビニエンスケア 

・バラエティ・食品・酒類 

 

店  舗  数 

（合計89店）
64 21 4



(3) 営業地域（店舗網） 

当社グループの平成19年２月28日現在における店舗（合計89店舗）の地理的分布状況及び県別の当連結会計年度の

売上高は、次のとおりであります。 

  

  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年２月28日現在 

 
(注) １ 当社グループは単一事業を営んでおり、事業のセグメント別記載が困難であるため「本部」と「店舗」に区

分して従業員数を記載しております。 

２ 従業員数は就業人員であり、〔 〕書は外書きで臨時社員（契約社員・準社員・パート・アルバイト）（１

日８時間換算）の平成19年２月28日までの１年間におけるその平均雇用人員を記載しております。 

３ 従業員数が最近１年間において46〔118〕人増加しているのは、新規出店に伴う採用増加によるものであり

ます。 

  

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年２月28日現在 

 
(注) １ 従業員数は、就業人員であり、〔 〕書は外書きで臨時社員（契約社員・準社員・パート・アルバイト）

（１日８時間換算）の平成19年２月28日までの１年間におけるその平均雇用人員を記載しております。 

２ 従業員数に子会社への出向者数を含めた場合の状況は、平均年齢28.8歳、平均勤続年数4.0年、平均年間給

与3,875千円であります。 

３ 平均年間給与は勤続１年以上の従業員を対象に算出しており、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合は「ＵＩゼンセン同盟薬王堂労働組合」と称し、平成19年２月４日に従業員の労働条

件の向上と健全な労使関係の維持発展を目的として結成されました。平成19年２月28日現在の組合員数

は55名であり、ＵＩゼンセン同盟に加盟しております。なお、労使関係については円滑な関係にあり、

特記すべき事項はありません。 

  

名称 住所
資本金又は 
出資金 
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合 

(％)
関係内容

(連結子会社)

有限会社薬王堂販売 岩手県盛岡市 3,000
医薬品等の
販   売

100.0

・販売（医薬品、化粧品、
日用品、その他）の委託

・役員の兼任（２名）
・販売設備（店舗）の賃貸
・事務の受託

区分 従業員数(名)

本部
60

〔  9〕

店舗
242

〔636〕

合計
302

〔645〕

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

125 
〔188〕

32.9 5.1 4,481



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国の経済は、企業収益の改善や民間設備投資の好調さを背景に、雇用環境は改善傾

向がみられ、総じて堅調に推移いたしました。しかしながら、当社グループの営業基盤であります東北地方は、一

部の業種や特定の地域では好調に推移しているものの、雇用者所得への波及効果は弱く、市場金利の上昇や年金な

どの先行きに対する不安からも個人消費につきましては、依然低調に推移しております。  

 このような状況のなか、当社グループといたしましては商圏の拡大と販売力の強化を図るため、秋田県に６店舗

の集中出店を行い、岩手県、青森県は各々３店舗、宮城県には２店舗、計14店舗のドラッグストアを新規に出店い

たしました。その結果、当連結会計年度末の店舗数はドラッグストア85店舗（うち調剤併設型４店舗）、バラエテ

ィストア４店舗の計89店舗となりました。  

 しかしながら、当連結会計年度におきましては、一昨年ブームとなったコエンザイムＱ10等の健康食品ブームが

一巡したことや、花粉の飛散量が大幅に減少したことによる影響が大きく、経費面では、鋼材等の建設資材の高騰

と資材の確保に遅れが生じ、新規出店14店舗のうち11店舗が下期に集中したこと等による影響から、前連結会計年

度に比べ大変厳しい経営環境となりました。  

 以上の結果、売上高は301億3千4百万円（前年同期比14.0％増）、経常利益は10億6千万円（前年同期比8.1％

減）、当期純利益は5億5千4百万円（前年同期比13.2％減）となり、増収減益となりました。   

(2) 主要商品部門別の状況 

①ヘルスケア部門 

医薬品は、アイケア関連商品が好調に推移いたしました。衛生用品では体温計、血圧計等の医療用具や紙オム

ツ等介護用品が好調に推移し、ベビー用品では育児用品が順調に推移しました。調剤は、院外処方箋が順調に推

移しているなか、長期投与も増加したことにより順調に推移いたしました。その結果、売上高は前連結会計年度

比9.6％増加し100億7千万円となりました。 

②ビューティケア部門 

化粧品は、一般基礎化粧品、カウンセリング商品が好調に推移いたしました。トイレタリーではヘアケア、オ

ーラルケア、ボディシャンプー等が好調に推移いたしました。その結果、売上高は前連結会計年度比13.8％増加

し64億3千3百万円となりました。 

③ホームケア部門 

日用品では、台所用品、食卓調理用品、清掃用品が好調に推移いたしました。衣料品では、プライベートブラ

ンド商品として導入した肌着が順調に推移いたしました。その結果、売上高は前連結会計年度比13.1％増加し35

億9千5百万円となりました。 

④コンビニエンスケア部門 

食品では、飲料、加工食品、日配品が好調に推移いたしました。酒類はビール、発泡酒が順調に売上を伸ばし

たほか、焼酎、ウィスキー類も好調に推移し、バラエティ部門においては電球、書籍、たばこが順調に推移いた

しました。その結果、売上高は前連結会計年度比19.3％増加し100億3千5百万円となりました。 



(3) キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による資金の増加が3億4百

万円、投資活動による資金の減少が21億3千6百万円、財務活動による資金の増加が18億7百万円となり、前連結会計

年度末に比べ2千4百万円減少し、当連結会計年度末には6億2千万円となりました。当連結会計年度における各キャ

ッシュ・フローとそれらの要因は、次のとおりであります。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度の営業活動の結果得られた資金は、3億4百万円（前年同期比49.8％減）となりました。これは、

税金等調整前当期純利益が10億1千4百万円となったこと、たな卸資産の増加額が8億7千2百万円となったこと等によ

るものであります。  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度の投資活動の結果使用した資金は、21億3千6百万円（前年同期比29.7％増）となりました。これ

は、主に新規出店に伴う有形固定資産の取得による支出及び敷金保証金の差入れによる支出が21億8百万円あったこ

と等によるものであります。   

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度の財務活動の結果得られた資金は、18億7百万円（前年同期比385.0％増）となりました。これ

は、主に長期借入金を7億9千5百万円返済したものの、新規出店資金として27億円を借り入れたこと、配当金を9千8

百万円支払ったこと等によるものであります。  



２ 【仕入及び販売の状況】 

当社グループは医薬品、化粧品、日用雑貨品等の小売業という単一事業を営んでいるため、事業の種類別セグメ

ントの記載に代えて、部門別に事業の状況を記載しております。また、記載金額には、消費税等は含まれておりま

せん。 

(1) 仕入実績 

当連結会計年度における部門別仕入実績を示すと、次のとおりであります。 

  

 
  

部門別
当連結会計年度

前年同期比(％)
金額（千円） 構成比（％）

ヘルスケア 7,396,487 31.0 ＋7.8

ビューティケア 5,218,333 21.9 ＋14.1

ホームケア 2,783,797 11.7 ＋6.5

コンビニエンスケア 8,449,238 35.4 ＋18.4

合計 23,847,856 100.0 ＋12.6



(2) 販売実績 

①部門別販売実績 

当連結会計年度における部門別販売実績の状況は、次のとおりであります。 

  

 
  

(注) 当社グループは、不特定多数の一般顧客を対象に店頭販売を行っているため、前連結会計年度及び当連結会計

年度における販売実績の総販売実績に対する割合が、100分の10以上に該当する主要な販売先はありません。 

  

②地域別販売実績 

当連結会計年度における地域別販売実績の状況は、次のとおりであります。 

  

 
  

③単位当たりの売上高 

当連結会計年度における単位当たり売上高の状況は、次のとおりであります。 

 
  
(注) 従業員数は臨時社員（契約社員・準社員・パート・アルバイト）（１日８時間換算）を含んでおります。 

  

部門別
当連結会計年度

前年同期比(％)
金額（千円） 構成比（％）

ヘルスケア 10,070,873 33.4 ＋9.6

ビューティケア 6,433,059 21.4 ＋13.8

ホームケア 3,595,571 11.9 ＋13.1

コンビニエンスケア 10,035,003 33.3 ＋19.3

合計 30,134,508 100.0 ＋14.0

地域別
当連結会計年度

前年同期比(％)
金額（千円） 構成比（％）

青森県 3,201,691 10.6 ＋32.7

秋田県 2,616,971 8.7 ＋29.7

岩手県 18,599,815 61.7 ＋6.0

宮城県 5,716,030 19.0 ＋28.4

合計 30,134,508 100.0 ＋14.0

単位別 当連結会計年度 前年同期比(％)

売上高（千円） 30,134,508 ＋14.0

１㎡当たり売上高
売場面積（平均）     （㎡） 79,837.17 ＋24.6

１㎡当たり期間売上高 （円） 377,449 △8.5

１人当たり売上高
従業員数（平均）     （人） 947 ＋20.9

１人当たり期間売上高 （千円） 31,821 △5.7



３ 【対処すべき課題】 

ドラッグストア業界においては、改正薬事法への対応と、ますます熾烈化する出店競争等、経営環境は一段と

厳しさを増すものと思われます。  

 このような状況下で当社グループといたしましては、「お客様に喜んで戴ける店づくり」を目指し、従来にも

増して収益性を重視しつつ既存の出店エリアでのドミナント化を更に推進すると同時にE.S.L.P政策の強化により

集客力の増大を図ります。  

 平成20年２月期は次の方針で取組んでまいります。  

① 岩手県・宮城県・青森県・秋田県のドミナント戦略出店を深耕します。 

② 開発商品及び低価格商品の品揃えを強化し、E.S.L.P政策の拡大を図ります。 

③ 既存店の標準化と競争力アップを狙いとした改装を行います。 

④ 物流、情報システムを中心としたローコストのオペレーションを追求します。 

⑤ ミニ部門（風邪薬、シャンプー等商品群）別の収支管理を徹底し、利益の向上に努めます。  

⑥ 法令・社会規範・社会通念・倫理あるいは社内規程などの観点から内部牽制が組織全体にわたって機能し 

   ているかに重点をおき、適正かつ迅速な意思決定のもと経営のチェック機能を強化してまいります。 

  



４ 【事業等のリスク】 

企業が事業を営む以上、様々なリスクが伴うことは避けられません。当社グループといたしましては、リスク発

生の回避策やリスクヘッジ策を講じることでリスクを軽減させることに傾注するとともに、発生後の速やかな対応

に努めていく所存でございます。当社グループが投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると判断する事業

等のリスクといたしましては、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループによる判断又は仮定に基づく予

測であり、実際の結果と異なる可能性があります。また、以下に記載する事項は、当社グループの事業に関する全

てのリスクを網羅的に記述するものではありませんのでご留意下さい。 

(1)業界特有の法的規制について 

 ①「薬事法」等による規制 

  イ． 当社グループは、「薬事法」上の医薬品等を販売するにあたり各都道府県の許可、届出を必要とされて

おり、その他毒物劇物、農薬等の販売についてもそれぞれの関係法令に基づく指定、届出及び登録を必

要とされております。その内容は以下のとおりであります。 

 （平成19年２月28日現在）   

許認可等の名称 有効期限 関連する法令 許認可等の交付者

医薬品販売業許可 ６年 薬事法 各都道府県知事又は所轄保健所長

薬局開設許可 ６年 薬事法 各都道府県知事又は所轄保健所長

動物用医薬品販売業許可 ６年 薬事法 各都道府県知事

管理医療機器販売届出 無制限 薬事法 各都道府県知事

高度管理医療機器等販売業許可 ６年 薬事法 各都道府県知事

保険薬局指定 ６年 健康保険法 各都道府県社会保険事務局長

毒物劇物一般販売業登録 ６年 毒物及び劇物取締法 各都道府県知事又は所轄保険所長

農薬販売業届出 無制限 農薬取締法 各都道府県知事

麻薬小売業免許 １～２年 麻薬及び向精神薬取締法 各都道府県知事



  ロ． 医薬品販売業許可は「薬事法」第25条において次の４つの許可に分類されております。このうち、当社

は一般販売業、子会社の有限会社薬王堂販売は薬種商販売業許可を得て、グループとして事業を展開し

ており、薬事法に定める医薬品の保管及び取扱い等の遵守、購入者に対する医薬品の適正な使用のため

の情報提供等が求められております。また、許認可等の交付者である各都道府県又は所轄保健所により

これらの遵守状況についての指導・監督を受けております。  

Ａ．一般販売業・・・店舗毎に薬剤師の配置が義務づけられており、全ての医薬品を販売することがで

きます。 

Ｂ．薬種商販売業・・一定の要件を充足するもの（注１）に対して店舗毎に与えられる許可であり、厚

生労働大臣の指定する「指定医薬品」以外の医薬品を販売することができます。 

（注１）一定の要件とは、「指定医薬品以外のすべての医薬品を取扱うにつき必

要な知識経験を有するもの」とされております。  

Ｃ．配置販売業・・・厚生労働大臣の定める基準に従い、都道府県知事が指定した配置の方法により医

薬品の販売を行なうことができます。  

Ｄ．特例販売業・・・薬局及び医薬品販売業の普及が十分できない地域がある場合、その他特に必要あ

る場合に、当該地域において店舗毎のその店舗所在地の都道府県知事が指定し医

薬品の販売を行なうことができます。 

  ハ． 医薬品の販売については、平成11年３月31日より「ビタミン含有保健剤」等の一部については、スーパ

ーマーケット、コンビニエンスストア等の一般小売店での販売が始まっております。また、平成16年７

月30日より整腸薬等の371品目が医薬部外品として指定され、一般小売店での販売が可能となりました。

 今後、需要の大きな医薬品の販売規制が緩和された場合には、他業種等の参入が容易となり、競争が

激化し当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。  

②米穀販売に関する規制 

米穀販売をするにあたり、「主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律」による届出を必要とされます。 

③酒類販売に関する規制 

酒類販売をするにあたり、「酒税法」による許可を必要とされます。 

④たばこ販売に関する規制 

たばこ販売をするにあたり、「たばこ事業法」による許可を必要とされます。 

⑤新規出店及び既存店舗増床に関する規制 

平成12年６月１日施行の「大規模小売店舗立地法」（以下、「大店立地法」という。）では、店舗面積が

1,000㎡超の店舗を対象に、政令指定都市の市長または都道府県知事への届出を義務付けており、地域住民等へ

の十分な説明、交通渋滞、駐車場、騒音、廃棄物施設、荷捌き施設のスペース等、出店地域における生活環境に

関する項目を審査対象としております。 

 平成19年２月28日現在、当社及び子会社の有限会社薬王堂販売の店舗において「大店立地法」の規制を受ける

店舗は30店舗と1,000㎡未満の店舗が中心となっております。しかし、今後の出店に際し「大店立地法」又は各

自治体の規制を受ける可能性があり、この場合、当社の出店政策に影響を与える可能性があります。  



(2)当社と子会社の有限会社薬王堂販売について 

当社及び子会社の有限会社薬王堂販売における医薬品販売は、当社においては一般販売業許可、子会社である

有限会社薬王堂販売においては薬種商販売業許可に基づいて行なっております。当社は子会社有限会社薬王堂販

売と販売委託契約を締結し、医薬品販売業務を同社に委託しており、同社店舗における売上は当社の売上高とし

て計上しております。  

①子会社の有限会社薬王堂販売について 

当社は、一般販売業許可に基づく店舗展開を行なっておりますが、薬事法上、各店舗に薬剤師の配置が義務づ

けられております。しかし、当社グループの営業地域である東北地区には薬学部を設置する大学が少なく、薬剤

師の確保が店舗展開のスピードに追いつかない状況にあります。こうした事情のもと、薬剤師不足への対応策と

して薬種商販売業許可による店舗展開を行うため、有限会社薬王堂販売を設立いたしました。  

 薬種商販売業の許可は「薬事法」第28条に規定されており、厚生労働省令で定める基準に適合した店舗に対す

る許可で、申請者が指定医薬品以外のすべての医薬品を取扱うために必要な知識・経験を有していると認められ

た場合に与えられます。また、申請者が法人の場合、店舗において医薬品を販売する薬種商適格者は当該法人の

役員でなければならないとされております。  

 当社が薬種商販売業許可による店舗展開を行なう場合、薬種商販売業許可店舗の増加に伴い当社の取締役数が

増加し、当社の重要な意思決定機関である取締役会の運営に支障をきたすおそれがあることから、子会社である

有限会社薬王堂販売において薬種商販売業許可を取得し、店舗展開を行なっております。従って、当社グループ

では薬種商適格者は有限会社薬王堂販売の取締役に就任しております。  

 
（注）厚生労働大臣が指定する医薬品で、現在数十種類あります。 

②当社と有限会社薬王堂販売との取引について 

当社と有限会社薬王堂販売との取引は販売委託契約に基づいており、同社の取締役には当社の取締役及び当社

から出向している薬種商適格者が就任しているほか、従業員もすべて当社から出向しております。また同社の店

舗は当社から賃貸を受けており、販売費用、光熱費は当社が負担しております。当社は同社に対して販売手数料

を支払っておりますが、この販売手数料は同社の売上高として計上しております。また、同社は不動産賃貸料の

ほか、決算業務等の委託に伴う事務委託料を当社に支払っております。  

項目 薬剤師 薬種商

資格の取得要件
大学の薬学部卒業者（薬学士）で国家
試験合格者

① 大学の薬学部卒業者（薬学士）

② 薬店経験３年以上で各都道府県に
よる公的試験合格者

店舗の許可区分 一般販売業許可又は薬局 薬種商販売業許可

店舗の許可形態 薬剤師へ許可 薬種商が所在している店舗へ許可

取扱医薬品 すべての一般医薬品、調剤
「指定医薬品」（注）以外の一般医薬
品

許認可等の交付者 各都道府県知事又は所轄保健所長 各都道府県知事



 

※１ 当社（株式会社薬王堂）は商品販売の委託に係る手数料を有限会社薬王堂販売に支払っております。 

※２ 店舗等の賃貸料であります。 

※３ 有限会社薬王堂販売は決算業務等の委託に係る手数料を支払っております。 

 ４ 上記の取引金額は平成19年２月期の数値であります。 

なお、グループ全体で見ると、当社が同社に対し支払った販売手数料及び同社の売上高は連結財務

諸表上内部取引として相殺消去されるため、連結売上高と当社単体の売上高は一致しております。 

(3)出店政策について 

当社及び子会社の有限会社薬王堂販売は、平成19年２月28日現在、東北４県（岩手県・青森県・秋田県・宮城

県）においてドラッグストア85店舗(うち調剤併設型４店舗)、バラエティストア４店舗を運営しております。  

 最近の当社の業容及び収益拡大には店舗数の増加が大きく寄与しております。今後も店舗数の増加を図ってい

く方針でありますが、既述の法的規制や競合店の出店、経済情勢の変動等さまざまな偶発的要因により計画どお

りの出店ができない場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。  

なお、最近５年間の売上高、営業利益、経常利益、当期純利益及び店舗数の推移は、以下のとおりでありま

す。 

 
 （注）１ 連結財務諸表は平成16年２月期より作成しております。 

  ２ 平成15年２月期の数値につきましては、監査法人トーマツの監査を受けておりません。 

項目 平成15年２月期 平成16年２月期 平成17年２月期 平成18年２月期 平成19年２月期

売上高 16,500,515 19,617,027 22,399,309 26,431,463 30,134,508

営業利益
614,407 (連結) 790,172 (連結) 883,384 (連結)1,017,592 (連結) 972,550

(単体) 753,956 (単体) 854,903 (単体) 973,720 (単体) 934,275

経常利益
655,986 (連結) 803,830 (連結) 990,335 (連結)1,153,165 (連結)1,060,051

(単体) 793,923 (単体) 978,309 (単体)1,136,706 (単体)1,037,945

当期純利益
341,880 (連結) 395,648 (連結) 523,016 (連結) 638,534 (連結) 554,079

(単体) 391,257 (単体) 516,505 (単体) 629,537 (単体) 541,788

期末店舗数 43 51 60 75 89



３ 「（２）当社と子会社の有限会社薬王堂販売について②当社と有限会社薬王堂販売との取引について」 

の４に記載のとおり、連結売上高と当社単体売上高は一致しております。 

４ 期末店舗数は、当社及び子会社である有限会社薬王堂販売の店舗数の合計であります。 

(4)資格者の確保について 

薬事法において、「一般販売業」では薬剤師、「薬種商販売業」では薬種商適格者の配置が義務づけられてお

り、薬剤師は一般販売業による当社、薬種商適格者は薬種商販売業による子会社の有限会社薬王堂販売に所属し

ております。平成19年２月28日現在、当社グループにおける有資格者は薬剤師34名、薬種商適格者82名でありま

すが、今後店舗展開を進めていく上で、これら資格者の確保は当社グループの重要な課題の１つとなっておりま

す。このうち薬種商適格者資格の取得については平成10年度から教育制度を導入し、社内育成に努めております

が、これら資格者の確保が計画どおりにできない場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(5)ストックオプション制度の導入について 

当社は平成13年11月15日開催の臨時株主総会において、業績向上に対する役員及び従業員の意欲の向上を目的

として、旧商法第280条ノ19の規定に基づき、ストックオプションの導入（新株引受権の付与）を決議しており

ます。この新株予約権の権利行使が行なわれた場合、当社の１株当たりの株式価値が希薄化する可能性がありま

す。  

新株予約権の概要は、「新株予約権等の状況」に記載のとおりであります。 

(6)関連当事者との取引について 

  （自平成18年３月１日 至平成19年２月28日） 

 
（注）１ 店舗賃借に伴う被保証については、保証料の支払を行なっておりません。 

２ 店舗賃借に伴う被保証の「取引金額」には、保証対象店舗に係る年間賃借料を記載しております。 

３ 当社社外監査役熊谷祐三が第三者（盛岡ガス燃料株式会社）の代表者として行った取引であります。 

４ 空調設備の定期点検、修理は一般的取引条件によっています。 

５ 上記取引金額に消費税等は含まれておりません。 

(7)個人情報について 

当社グループは、個人情報取扱事業者として店舗及び調剤業務で取り扱う顧客情報を保有しており、また、従

業員に関する社内情報等の個人情報を保有しております。当社グループといたしましては、業務上これらの情報

を閲覧又は保持する必要性があるため、顧客情報の取扱に関する規程を整備し、従業員の情報管理教育を徹底す

ることにより、情報漏洩を未然に防ぐ措置を講じております。しかしながら、このような対策にもかかわらず、

万一当社グループからの情報漏洩が発生した場合、当社グループに対する信頼の失墜や損害賠償請求により、当

社グループの財政状態及び業績に影響を与える可能性があります。また、将来的に顧客情報保護体制の整備のた

めのコストが増加する可能性があります。 

属性
会社等 
の名称

住所
資本金
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 西郷辰弘 －  －
当社代表 

取締役社長

（被所有） 
直接 
39.2%

－ －
店舗賃借に伴
う被保証 
（注１、２）

24,658 －  －

役員 熊谷祐三 － －

当社社外監査役 

盛岡ガス燃料株式

会社代表取締役

（被所有） 

0.0%
－ －

盛岡ガス燃料
への店舗空調
設備の定期点
検、修 理 代 の
支払 
（注３、４）

5,470 － －



(8)災害等に関するリスク 

当社グループの出店エリアにおきまして、大地震や台風等の災害等が発生した場合には、店舗施設等に損害が

発生する可能性があります。また、災害等により販売活動や流通経路等に支障が生じる場合には、当社グループ

の業績に影響を与える可能性があります。  

５ 【経営上の重要な契約等】 

(1) ボランタリーチェーン加盟契約 

当社は次のボランタリーチェーン（注）に加盟しております。 

  

 
（注）ボランタリーチェーンとは、小売店又は卸売商が組織を結成して共同仕入等の営業活動を行い、商品の仕入や流

通段階でのスケールメリットを獲得しようとする共同体あるいは企業をいいます。 

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

会社名 契約内容 契約期間

株式会社ニッド

ニッドプライベートブランド商品等の仕

入、専用発注機（ＮＩＤＥＯＳ）の使用

等

平成11年11月1日から1年間 

但し、2ヶ月前までに解約の申入れのない場

合、1年毎の自動更新



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表を作成するにあたり重要となる会計方針につきましては「第５ 経理の状況 １ 連

結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおりでありま

す。  

 当社グループは、税効果会計、固定資産の減損会計、引当金の計上などに関して、過去の実績や当該取引の状況

に照らして、合理的と考えられる見積り及び判断を行い、その結果を資産・負債の帳簿価額及び収益・費用の金額

に反映して連結財務諸表を作成しておりますが、実際の結果は見積り特有の不確実性があるため、これらの見積り

と異なる場合があります。   

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

①経営成績 

当連結会計年度の売上高は、新規出店14店舗による業容の拡大とともに、市場及び競争の変化に対応すべく12店

舗のレイアウト変更や品揃えの見直しを行い、既存店の客数が前連結会計年度比1.4％増加し、既存店売上高も前連

結会計年度比1.7％増加しました。この結果、売上高は301億3千4百万円（前年同期比14.0％増）となり、37億3百万

円の増加となりました。  

  売上総利益は、チラシ特売の回数を減らしてE.S.L.P(Everyday Same Low Price)政策の継続強化と自社開発商品

の品揃えの拡充を図った結果、71億5千6百万円（前年同期比15.0％増）となり、9億3千1百万円の増加となりまし

た。  

 販売費及び一般管理費につきましては、原油価格の高騰に伴う水道光熱費や新規出店コスト等の増加要因に対

し、自動発注システム、ＷＥＢ商談システム等の当社グループ独自のシステムの活用によりオペレーションコスト

の低減に取り組んだ結果、61億8千3百万円（前年同期比18.8％増）となり、9億7千6百万円の増加となりました。こ

の結果、営業利益は9億7千2百万円（前年同期比4.4％減）となり、4千5百万円の減少となりました。 

 営業外収益は、前連結会計年度中において、商品仕入業務付随費用に係る契約内容の見直しを行ったことに伴

い、当連結会計年度の情報処理手数料収入が減少しております。営業外費用は、新株発行費の発生がなかったこと

により減少しております。これにより、営業外収益は1億2千6百万円（前年同期比30.2％減）、営業外費用は3千9百

万円（前年同期比14.9％減）となりました。この結果、経常利益は、10億6千万円 （前年同期比8.1％減）となり、

9千3百万円の減少となりました。  

 特別利益は、退職一時金制度の一部について確定拠出年金制度へ移行したことによる移行益を計上しておりま

す。特別損失は、退職給付引当金の計上基準を当連結会計年度より原則法へ変更したことに伴う退職給付債務の差

額計上及び当連結会計年度において翌連結会計年度以降に閉店することを決定した店舗閉店損失の見積額を計上し

ております。この結果、特別利益は2千9百万円、特別損失は7千4百万円となりました。  

 以上の結果、当期純利益は5億5千4百万円（前年同期比13.2％減）となり、8千4百万円の減少となりました。  

  

②財政状態 

当連結会計年度末の流動資産は、57億3千5百万円（前連結会計年度末48億1千3百万円）となり、9億2千1百万円の

増加となりました。主な増加要因といたしましては、新規出店に伴う商品在庫の増加によりたな卸資産が8億7千2百

万円増加したことがあげられます。  

 固定資産は、74億3千6百万円（前連結会計年度末56億9千7百万円）となり、17億3千8百万円の増加となりまし

た。主な増加要因といたしましては、店舗の新設、出店用地の取得等により有形固定資産が10億3千7百万円増加し



たこと及び敷金保証金等投資その他の資産が7億2百万円増加したことがあげられます。  

 流動負債は、63億1百万円（前連結会計年度末48億8千1百万円）となり、14億2千万円の増加となりました。主な

増加要因といたしましては、新規出店によるたな卸資産及び固定資産取得資金として新規借入を実施したことに伴

い短期借入金が9億円、一年以内返済予定長期借入金が1億8千1百万円それぞれ増加したこと、仕入高の増加に伴い

買掛金が2億2千6百万円増加したことがあげられます。  

 固定負債は、19億2千4百万円（前連結会計年度末11億1千3百万円）となり、8億1千万円の増加となりました。主

な増加要因といたしましては、新規借入の実施により長期借入金が8億2千3百万円増加したことがあげられます。  

 純資産合計は、49億4千5百万円（前連結会計年度末45億1千6百万円）となり、4億2千9百万円の増加となりまし

た。主な増加要因といたしましては、利益処分による社外流出が1億2千4百万円あったものの、当期純利益が5億5千

4百万円計上されたことがあげられます。 

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

当社の営業基盤であります東北地方におきましては、依然として個人消費は低調に推移するなか、競合環境は熾

烈化を増し、価格競争力や出店ポテンシャルの高さ等、より重要視されてきております。その他、経営成績に重要

な影響を与える要因につきましては、「４ 事業等のリスク」に記載のとおりであります。  

(4) 戦略的現状と見通し 

当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえて、小商圏型のフォーマットを探求しつつドミナントエ

リアを拡大してまいります。既存店対策といたしましては、店舗の管理体制を５ブロック体制とし、あわせて本部

ラインスタッフ部門及びバイヤーを増員し販売体制を強化してまいります。  

 また、日配品の自動発注をスタートさせ、発注人時と欠品によるチャンスロス、廃棄ロスの削減を進めてまいり

ます。   

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当連結会計年度の現金及び現金同等物は、14店舗の新規出店に伴うたな卸資産の増加並びに有形固定資産の取得

による支出等があり、前連結会計年度に比べ2千4百万円減少し、6億2千万円となりました。当社グループの主な資

金需要といたしましては、設備投資資金、借入金の返済等があり、資金の源泉といたしましては、営業活動による

キャッシュ・フローによる調達と金融機関からの借入による収入等となります。 

 詳細な当連結会計年度における状況につきましては「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (3)キャッシュ・フ

ロー」をご参照ください。 

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めてお

りますが、改正薬事法への対応と、熾烈化する出店競争等、当社グループを取り巻く事業環境は、さらに厳しさを

増すことが予想されます。 

 当社グループといたしましては、商圏人口1万5千人で成立する、安さと利便性を兼ね備えた「バラエティ型大型

ドラッグストア」を確立し、いつでも身近でお客様の健康で快適な日常生活を支えるお店として、これからも進化

してまいります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度の設備投資については、商圏の拡大と収益力の向上を図る目的で店舗を中心に設備投資を行ってま

いりました。当連結会計年度における設備投資は、新規出店14店舗他に対するものであり、設備投資総額は21億8百万

円(店舗等の賃借に伴う敷金及び保証金7億5百万円を含む)となりました。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

当社グループ（当社及び連結子会社）における主要な設備は、以下のとおりであります。 

なお、当社グループは、医薬品、化粧品、日用雑貨品等の小売業という単一事業を営んでいるため、事業の種類別

セグメントの名称の記載は省略しております。 

(1) 提出会社 

平成19年２月28日現在 

 
（注）１ 上記には連結子会社に賃貸しているものは含まれておりません。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 土地の面積の〔  〕書は外書で賃借中のものを記載しております。 

４ 従業員数には、出向者は含んでおりません。 

５ 従業員数の〔  〕書きは外書きで臨時社員（契約社員・準社員・パート・アルバイト）（１日８時間

換算）の期中平均雇用人員を記載しております。 

６ リース契約による主な賃借設備は次のとおりです。なお、リース契約件数が多く、多岐にわたるうえ単

位も一律でないため、数量の記載は省略しております。 

 
  

事業所所在地 
店舗数

設備の内容
帳簿価額(千円)

従業員数 
〔名〕建物 

及び構築物
什器備品

土地
(面積㎡)

合計

青森県 
1店舗

販売設備 5,806 36
－

(  －)
〔 4,113.00〕

5,843
2

〔  6〕

秋田県 
2店舗

販売設備 78,671 1,142
 －

(    －)
〔 8,184.00〕

79,814
5

〔 14〕

岩手県 
17店舗

販売設備 428,626 5,043
186,397

(  2,276.71)
〔 54,294.94〕

620,067
49

〔133〕

宮城県 
4店舗

販売設備 277,557 2,429
212,621

(  6,640.96)
〔 9,029.00〕

492,607
9

〔 25〕

内容 リース期間 年間リース料 リース契約残高 備考

 
店舗建物 

店舗用空調設備 
店舗用什器 

店舗用及び本部システム

 
16年及び20年 
主として5年 
主として5年 
主として5年

千円
22,898 
72,050 
190,041 
151,532

千円
288,482 
222,975 
580,409 
392,803

所有権移転外 
ファイナンス・リース

店舗土地・建物 主として20年 38,487 1,377,716
オペレーティング 
・リース



(2) 国内子会社 

平成19年２月28日現在 

 
（注）１ 上記連結子会社の販売設備（店舗）は、すべて当社が取得ないしリース契約を締結し、同社に対して賃

貸しているものであります。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 土地の面積の〔  〕書は外書で当社以外から賃借中のものを記載しております。 

４ 従業員数は、全員当社からの出向者であり、〔  〕書きは外書きで臨時社員（契約社員・準社員・パ

ート・アルバイト）（１日８時間換算）の期中平均雇用人員を記載しております。 

  

会社名
事業所所在地 

店舗数
設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
〔名〕建物 

及び構築物
什器備品

土地
(面積㎡)

合計

(有) 
 
薬 
 
王 
 
堂 
 
販 
 
売

青森県 
11店舗

販売設備 598,699 5,328
－  

(     －) 
〔 47,215.35〕

 604,027
32

〔 72〕

秋田県 
10店舗

販売設備 645,181 8,287
－  

(     －) 
〔 46,827.97〕

653,468
30

〔 52〕

岩手県 
29店舗

販売設備 1,372,874 11,191
326,118

 (  5,037.03) 
〔106,563.87〕

1,710,184
80

〔214〕

宮城県 
15店舗

販売設備 880,607 7,016
801

(    56.45) 
〔 64,864.85〕

888,425
35

〔117〕



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

平成19年２月28日現在における設備計画の主なものは次のとおりであります。 

なお、当社グループは、医薬品、化粧品、日用雑貨等の小売業という単一事業を営んでいるため、事業の種類別セ

グメントの名称の記載を省略しております。 

(1) 重要な設備の新設等 

平成19年２月28日現在 

 
（注）１ 投資予定額には、敷金保証金を含めております。 

２ 上記連結子会社の販売設備は、すべて当社が取得し、同社に対して賃貸する予定であります。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了予定 
年月

完成後の
売場面積 
（㎡）総額 

(千円)
既支払額
(千円)

岩手50号店 

(岩手県一関市）

販売設備 135,450 1,357 自己資金及び借入金 平成19年４月 平成19年８月 990.0 

青森15号店 

(青森県黒石市)

販売設備 167,920 960 自己資金及び借入金 平成19年４月 平成19年８月 1,485.0 

青森16号店 

（青森県つがる市)

販売設備 179,804 － 自己資金及び借入金 平成19年４月 平成19年９月 1,485.0 

青森17号店 

(青森県五所川原市)

販売設備 171,314 1,682 自己資金及び借入金 平成19年６月 平成19年９月 1,485.0 

宮城21号店 

(宮城県栗原市)

販売設備 188,728 1,613 自己資金及び借入金 平成19年４月 平成19年９月 1,485.0 

宮城22号店 

(宮城県大崎市)

販売設備 91,000 － 自己資金及び借入金 平成19年３月 平成19年９月 1,254.0 

宮城23号店 

(宮城県黒川郡大和町)

販売設備 91,000 60,000 自己資金及び借入金 平成19年３月 平成19年11月 1,485.0 

㈲ 
薬 
王 
堂 
販 
売

岩手岩泉店 

(岩手県下閉伊郡岩泉町)

販売設備 120,683 38,967 自己資金及び借入金 平成19年２月 平成19年４月 990.0 

ジーズ水沢店 

(岩手県奥州市)

販売設備 139,000 55,600 自己資金及び借入金 平成18年11月 平成19年５月 1,485.0 

青森13号店 

(青森県八戸市)

販売設備 185,138 41,629 自己資金及び借入金 平成19年３月 平成19年６月 1,254.0 

秋田13号店 

(秋田県湯沢市)

販売設備 86,000 － 自己資金及び借入金 平成19年４月 平成19年７月 1,485.0 

宮城20号店 

(宮城県角田市)

販売設備 180,560 － 自己資金及び借入金 平成19年３月 平成19年７月 1,485.0 

青森14号店 

(青森県弘前市)

販売設備 113,000 22,000 自己資金及び借入金 平成19年３月 平成19年７月 1,485.0 

秋田14号店 

(秋田県雄勝郡羽後町)

販売設備 179,800 － 自己資金及び借入金 平成19年７月 平成19年10月 1,485.0 

岩手51号店 

(岩手県盛岡市)

販売設備 99,000 － 自己資金及び借入金 平成19年５月 平成19年10月 1,980.0 

合計 2,128,397 223,810 － － － 21,318.0 



(2) 重要な設備の除却等 

平成19年２月28日現在 

 
  

会社名
事業所名 

（所在地）
設備の内容

期末帳簿価額 
（千円)

除却の予定時期
売り場面積の減少 

（㎡）

提出会社

オールウェイ星が丘店 
（岩手県花巻市）

販売設備 6,425 平成19年５月 △ 491.7

オールウェイ国分通店 
（岩手県岩手郡滝沢村）

販売設備 4,379 平成19年５月 △ 494.7



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
（注）１ 提出日現在発行数には、平成19年５月１日からこの有価証券報告書提出日までのストックオプションの権

利行使により発行された株式数は含まれておりません。 

２ 普通株式は完全議決権株式であり、株主としての権利内容に制限のない、標準となる株式であります。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 102,000

計 102,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年２月28日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年５月25日)

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名

内容

普通株式 30,012 30,012 ジャスダック証券取引所 (注)２

計 30,012 30,012 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

新株予約権 

当社は平成13年11月15日開催の臨時株主総会において、業績向上に対する役員及び従業員の意欲の向上を

目的として、旧商法第280条ノ19の規定に基づき、次のとおりストックオプションの導入（新株引受権の付

与）を決議しております。 

 
（注）１ 株式の数は、権利付与日以降、当社が株式分割又は株式併合を行なう場合、未行使の新株引受権の目的た

る株式の数について、次の算式により調整します。 

調整後株式数＝調整前株式数×株式分割・株式併合の比率 

（１株の100分の１未満の株式は切り捨てる） 

２ 発行価格は、権利付与日以降、当社が株式分割等を行なう場合、又は新規発行により前記発行価格を下回

る払込金額で新株式を発行（転換社債の転換、新株引受権証券による権利行使及び旧商法第280条ノ19に基

づく新株引受権行使の場合を含まない）する場合は、次の算式（コンバージョン・プライス方式）により

発行価格を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。 

  

 
  

３ 新株予約権の目的となる株式の数は、権利行使を行ったものの数、退職等の理由により失権したものの数

を減じた数であります。 

４ 平成18年１月10日開催の取締役会決議に基づき、平成18年３月１日付をもって普通株式１株を２株に分割

しております。これにより、新株予約権の目的となる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予

約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されております。 

  

事業年度末現在
(平成19年２月28日)

提出日の前月末現在 
(平成19年４月30日)

新株予約権の数(個) － －

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 138（注）1，3，4 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 116,667（注）4 同左

新株予約権の行使期間 平成15年12月1日～平成20年11月30日 同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 116,667（注）2，4

資本組入額 58,334（注）2，4

同左

同左

新株予約権の行使の条件
権利行使時においても当社

取締役又は従業員であること
を要する。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
権利の譲渡及び担保権を設

定することは認めない。 
 権利の相続は認めない。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

－ －

調整後発行価格 ＝ 調整前発行価格 ×
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整前発行価格

既発行株式数 ＋ 分割等・新規発行による増加株式数



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注)１ 第1回無担保転換社債の転換による増加。 

主な転換者 転換者：株式会社ジャフコ他 7名 

２ 新株引受権の行使：発行価格200,000円、資本組入額100,000円 

権利行使者 西郷辰弘、西郷喜代子 

３ １株につき３株の割合による株式分割によるものであります。 

４ 有償一般募集（ブックビルディング方式） 

発行価格530,000円、引受価額493,960円、発行価額416,500円、資本組入額208,250円 

５ 平成18年３月１日をもって１株を２株に株式分割し、15,000株が増加しております。 

６  新株引受権（ストックオプション）の権利行使による増加であります。 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年２月28日現在 

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成15年３月１日～ 
平成16年２月29日（注1）

500 3,400 50,000 323,750 50,000 223,750

平成17年６月15日（注2） 1,000 4,400 100,000 423,750 102,000 325,750

平成17年６月22日（注3） 8,800 13,200 ― 423,750 ― 325,750

平成17年９月14日（注4） 1,800 15,000 374,850 798,600 514,278 840,028

平成18年３月１日（注5） 15,000 30,000 ― 798,600 ― 840,028

平成18年３月16日（注6） 12 30,012 700 799,300 700 840,728

区分

株式の状況

政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人 
その他

計
個人以外 個人

株主数(人) ― 21 6  22  6  ― 742  797 

所有株式数(株) ― 5,726 76  708  3,071 ― 20,431 30,012

所有 株式 数 の割合
(％)

― 19.08 0.25 2.36 10.23 ― 68.08 100



(6) 【大株主の状況】 

平成19年２月28日現在 

 
(注)１ 上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

     日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社    1,412株 

     日本マスタートラスト信託銀行株式会社        542株 

   ２ 第一生命保険相互会社の株式数には、第一生命保険相互会社（特別勘定年金口）の所有株数を含めて表示し

ております。 

   ３ ガートモア証券投資顧問株式会社から、平成19年１月12日付で提出された大量保有報告書により、次のとお

り株式を所有している旨報告を受けておりますが、当期末現在における当該法人名義の実質株式数の確認が

できませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 
 

   ４ 三井住友アセットマネジメント株式会社から、平成19年３月６日付で提出された大量保有報告書により、次

のとおり株式を所有している旨報告を受けておりますが、当期末現在における当該法人名義の実質株式数の

確認ができませんので、上記「大株主の状況」では考慮しておりません。 
 

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

西郷 辰弘           岩手県紫波郡矢巾町 11,760 39.18

西郷 喜代子          岩手県紫波郡矢巾町 5,040 16.79

ゴールドマンサックスインター
ナショナル 
常任代理人 ゴールドマン・サ
ックス証券株式会社       

東京都港区六本木六丁目１０番１号六本木ヒ
ルズ森タワー               

2,588 8.62

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口）     

東京都中央区晴海一丁目８番１１号     1,412 4.70

薬王堂従業員持株会 
理事長 山本 敏司       

岩手県紫波郡矢巾町南矢幅第７地割４４５番
地                    

1,107 3.69

第一生命保険相互会社      
東京都中央区晴海一丁目８番１２号晴海アイ
ランドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟

994 3.31

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）       

東京都港区浜松町二丁目１１番３号     542 1.81

住友生命保険相互会社（特別勘
定）

東京都中央区晴海一丁目８番１１号   523 1.74

エイチエスビーシーファンドサ
ービシィズスパークスアセット
マネジメントコーポレイテッド  
常任代理人 香港上海銀行東京
支店              

東京都中央区日本橋三丁目１１番１号    392 1.31

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内一丁目６番６号日本生
命証券管理部内  

360 1.20

計 ― 24,718 82.36

氏名又は名称 住所 所有株式数(株)
発行済株式総数に対する所

有株式数の割合(％)

ガートモア証券投資顧問 
株式会社

東京都千代田区有楽町 
一丁目５番１号

2,504 8.34

氏名又は名称 住所 所有株式数(株)
発行済株式総数に対する所

有株式数の割合(％)

三井住友アセットマ 
ネジメント株式会社

東京都港区愛宕二丁目５番１号
愛宕グリーンヒルズMORIタワー
28階

1,558 5.19



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年２月28日現在 

 
  

② 【自己株式等】 

平成19年２月28日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式    30,012 30,012 ―

発行済株式総数 30,012 ― ―

総株主の議決権 ― 30,012 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―



(8) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は平成13年11月15日開催の臨時株主総会において、業績向上に対する役員及び従業員の意欲の向上を目的と

して、旧商法第280条ノ19の規定に基づき、次のとおりストックオプションの導入（新株引受権の付与）を決議して

おります。 

  

 
  

決議年月日 平成13年11月15日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役  2名

当社従業員 11名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編行為に伴う新株予約権の交付 
に関する事項

―



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

   
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

該当事項はありません。 

  

  

【株式の種類等】 該当事項はありません。



３ 【配当政策】 

 当社は、利益配分につきましては、内部留保金を確保しつつ、安定した配当を継続していくことを基本として、

競争激化に対応した設備投資を行い、集客力の増大に努め会社の競争力を維持・強化するとともに、業績に裏付けら

れた成果の配分を行なうことを方針としております。  

 また、当社の剰余金の配当は、期末配当の年１回を基本的な方針としており、配当の決定機関は株主総会でありま

す。 

 以上の基本方針に基づき、当期におきましては、１株当たり3,300円の配当を実施いたしました。この結果、当期は

配当性向18.3％となりました。  

 また、内部留保資金につきましては、収益性の一層の向上を図るため、店舗の新設及び改装に伴う設備資金として

有効投資してまいりたいと考えております。 

 なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定めており、配当の決定機関は取締役会であります。  

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

 
  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) １ 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

２ 当社株式は、平成17年９月15日からジャスダック証券取引所に上場されております。それ以前については、

該当事項はありません。 

３ ※印は、株式分割（平成18年３月１日付で１株につき２株の割合で分割）による権利落後の株価でありま

す。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

決議年月日 配当金の総額（千円） １株当たり配当額（円）

平成19年５月25日 
定時株主総会決議

99,039 3,300

回次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期

決算年月 平成15年２月 平成16年２月 平成17年２月 平成18年２月 平成19年２月

最高(円) ― ― ―
966,000

※420,000
508,000

最低(円) ― ― ―
601,000

※385,000
207,000

月別 平成18年９月 10月 11月 12月 平成19年１月 ２月

最高(円) 370,000 345,000 252,000 240,000 237,000 229,000

最低(円) 340,000 222,000 228,000 216,000 216,000 207,000



５ 【役員の状況】 

  

 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

取締役社長 代表取締役 西郷 辰弘 昭和27年４月13日生

昭和52年７月 株式会社小田島入社

(注)３ 11,760

昭和53年４月 都南プラザドラッグを創業

昭和56年２月 有限会社薬王堂設立

代表取締役就任

平成３年６月 株式会社薬王堂に組織変更

代表取締役社長就任（現任）

平成11年３月 有限会社薬王堂販売設立

代表取締役社長就任（現任）

取締役副社長 管理本部長 須藤 勇治 昭和26年３月25日生

昭和44年４月 花王石鹸株式会社（現花王株式会

社）入社

(注)３ 20

昭和62年６月 東北流通情報サービス株式会社出向

同社代表取締役就任

平成４年５月 東北花王販売株式会社出向

同社常務取締役経営企画室長就任

平成９年１月 花王ロジステックス東北株式会社出

向

同社専務取締役就任

平成13年10月 花王システム物流株式会社出向

同社統括部長

平成14年４月 当社入社顧問

平成14年５月 当社取締役副社長兼経営戦略担当就

任

平成15年３月 取締役副社長兼管理本部長就任（現

任）

平成15年４月 有限会社薬王堂販売取締役就任（現

任）

専務取締役
営業本部長 

兼商品部担当
西郷 喜代子 昭和28年９月３日生

昭和51年４月 株式会社御天気堂薬局入社

(注)３ 5,040

昭和53年４月 都南プラザドラッグを創業

昭和56年２月 有限会社薬王堂設立 専務取締役就

任

平成３年６月 株式会社薬王堂に組織変更

専務取締役営業担当就任

平成15年３月 専務取締役兼営業本部長就任

平成18年３月 専務取締役営業本部長兼商品部担当

就任（現任）

取締役 財務部長 本堂 敦久 昭和38年６月22日生

昭和61年４月 高弥建設株式会社入社

(注)３ ―

平成13年12月 当社入社

平成14年３月 当社総務部長

平成15年３月 当社財務部長

平成16年５月 取締役財務部長就任（現任）

取締役 ― 田口 圭一 昭和16年５月16日生

昭和39年４月 株式会社田口写真機店入社

(注)３ ―

昭和62年４月 株式会社田口写真機店

代表取締役社長就任（現任）

平成13年４月 株式会社岩手フジカラー

代表取締役社長就任（現任）

平成17年５月 当社取締役就任（現任）



 
（注）１ 取締役田口圭一は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役熊谷祐三及び監査役下河原勝は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 取締役の任期は、平成18年２月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年２月期に係る定時株主総会終

結の時までであります。 

４ 監査役の任期は、平成19年２月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年２月期に係る定時株主総会終

結の時までであります。 

５ 専務取締役西郷喜代子は代表取締役社長西郷辰弘の配偶者であります。 

６ 監査役平野悦章は健康上の理由により平成18年９月30日に辞任いたしました。この辞任に伴い、補欠監査

役滝谷岩夫が監査役に就任いたしました。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

監査役 常勤 滝 谷 岩 夫 昭和26年10月６日生

昭和50年４月 株式会社岩手銀行入行

(注)４ ―
平成18年４月 当社入社管理本部付部長

平成18年５月 当社補欠監査役

平成18年10月 当社常勤監査役（現任）

監査役 非常勤 熊谷 祐三 昭和22年８月７日生

昭和56年４月 盛岡ガス株式会社入社

(注)４ 2

平成３年３月 同社代表取締役社長就任（現任）

平成３年11月 盛岡ガス燃料株式会社

代表取締役社長就任（現任）

平成４年３月 盛岡ガスサービス株式会社

代表取締役社長就任（現任）

平成５年８月 株式会社出光ホームガスセンター岩

手（現株式会社アストモスガスセン

ター岩手）代表取締役社長就任（現

任）

平成12年５月 当社監査役就任（現任）

平成14年６月 株式会社東北銀行

取締役就任（現任）

平成16年５月 盛岡商工会議所

副会頭就任（現任）

平成16年６月 盛岡ターミナルビル株式会社

取締役就任（現任）

監査役 非常勤 下河原 勝 昭和29年３月29日生

昭和55年９月 株式会社日盛ハウジング設立

(注)４ ―

代表取締役就任

平成３年４月 有限会社日盛ホームサービス（現 

株式会社FPホームサービス）設立

代表取締役就任（現任）

平成12年５月 当社監査役就任（現任）

平成13年４月 株式会社日盛ハウジング

代表取締役会長就任

平成14年４月 株式会社日盛ハウジング

同社代表取締役会長退任

平成15年５月 有限会社FPホーム・リース設立

同社代表取締役就任（現任）

計 16,822



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、コーポレート・ガバナンスの基本方針として、株主をはじめお客様や従業員及び取引先、更には地域

社会などすべてのステークホルダーにとって企業価値を最大化すること、企業活動の透明性を確保することを掲

げており、その実現のためにコーポレート・ガバナンスの確立が不可欠と考えております。当社では、法令・社

会規範・社会通念・倫理あるいは社内規程などの観点から内部牽制が組織全体にわたって機能しているかに重点

をおき、適正かつ迅速な意思決定のもと経営のチェック機能を強化してまいります。 

さらに、株主の要求や意見に受動的に応えるのではなく、ＩＲ活動等を通じて、当社がどのような考えの下で

経営を行っていくのかを積極的に開示し、株主に選ばれる企業になるよう努力してまいります。 

  

（１）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

   ①会社の機関の基本説明 

     当社は監査役制度を採用しており、平成19年２月28日現在の役員の構成は、取締役５名（うち社外取締

役１名）、監査役３名（うち社外監査役２名）となっております。取締役会の活性化、経営監視機能の強

化を図るため社外取締役１名及び社外監査役２名を選任しております。 

  なお、資本金が5億円以上となりましたことに伴い、平成18年５月25日開催の定時株主総会終結の時をも

って、会社法第328条第１項の規定に基づき、監査役会を組織するとともに会計監査人を選任しておりま

す。 

取締役会は毎月開催し、経営に関する重要事項等を審議、決定しております。また、取締役会を補完す

る機関として常勤取締役、常勤監査役に部長を加えて構成される経営会議を毎月開催し、重要事項等を細

部にわたり検討しております。その他、週単位での業務執行状況を把握するため、常勤取締役、常勤監査

役出席のもと各部門責任者で構成される部長会議を毎週開催しております。           

なお、当社のコーポレート・ガバナンス体制は次のとおりであります。 

   ②当社のコーポレート・ガバナンス体制 

 

  



   ③会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

     当社では、業務全般にわたる業務分掌規程及び職務権限規程が網羅的に整備されており、ルールに基づ

き各職位が明確な権限と責任をもって業務を遂行し、内部監査によるモニタリングが実施されておりま

す。その他、社内ルールの運用状況をチェックする機能をもつスーパーインテンデント（店舗指導者）と

も連携し、内部監査機能を補完させる体制をとっております。 

     また、コンプライアンス重視の観点から法律上の判断を必要とする場合には顧問弁護士より適宜専門的

な見地からのアドバイスをいただくとともに、コンプライアンスマニュアルを制定し、法的、倫理的な面

から行動規範等、コンプライアンス・マインドの浸透を図っております。 

   ④内部監査及び監査役監査の状況 

          内部監査につきましては、社長直属に内部監査室を設置し、２名が専属で担当しております。内部監査

担当者は、監査方針、監査事項、実施時期、対象部署等からなる監査計画を立案し、社長承認を得た上で

監査を実施いたします。内部監査担当者は監査実施後、その結果について監査報告書を作成のうえ社長へ

提出し、社長承認を得て業務改善指示書を被監査部門長に通知いたします。被監査部門長は業務改善状況

について報告書を作成、内部監査担当者は報告書に基づき改善実施状況を確認し、社長へ報告いたしま

す。 

          監査役監査につきましては、毎月開催される取締役会へ監査役が出席し、必要に応じて意見を述べるほ

か、経営会議へは常勤監査役が出席する等、重要な会議へも出席し、取締役の業務執行状況の監査を実施

しております。また、年度当初に策定した監査方針・監査計画に従い、業務監査及び会計監査を実施して

おります。その他、内部監査部門である内部監査室と連携をとり、店舗ならびに各部門の実地監査を行っ

ているほか、会計監査人とも密接に連携をとりながら、実地たな卸の実施状況の監査や本部各部門ならび

に店舗監査に同行し、内部統制状況、コンプライアンスの状況などにつき定期的に情報交換を行い、監査

の有効性、効率性を高めております。 

          また、内部監査室並びに監査役は、会計監査人と積極的に情報を共有し、緊密な関係を保ちながら連携

強化に努めております。 

   ⑤会計監査の状況 

          当社は監査法人トーマツと監査契約を締結し、監査法人トーマツが会社法及び証券取引法に基づく会計

監査を実施しております。 

  業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人は以下のとおりであります。 

 
    （注）上記の他に公認会計士２名、会計士補２名、その他３名が当社の財務書類の監査業務に従事してお

ります。 

   ⑥社外取締役及び社外監査役との関係 

     当社の社外監査役の熊谷祐三は盛岡ガス燃料株式会社の代表取締役社長であり、同社と当社の間には取引

関係がありますが、通常の商取引であります。 

（２）リスク管理体制の整備の状況 

    経営に重大な影響を及ぼす事項や災害、事故、トラブル等に迅速に対応出来るよう、店舗、エリア、ブロッ

ク、本部間の緊急連絡網を整備しております。また、毎週開催される部長会議において、お客様のご意見、ク

レーム等を集約した結果について、必要に応じ関連部署も参加した上で十分に検証、検討し、経営に反映させ

ております。 

業務を執行した公認会計士の氏名 所属する監査法人

菅   博 雄 監査法人トーマツ

谷 藤 雅 俊 監査法人トーマツ



（３）役員報酬の内容（自平成18年３月１日 至平成19年２月28日） 

     当社の平成19年２月期の役員報酬の内容は以下のとおりであります。 

取締役５名の年間報酬総額            129,120千円（うち社外取締役      1,440千円） 

監査役４名の年間報酬総額               9,680千円（うち社外監査役      2,880千円） 

     （注）監査役１名は平成18年９月30日付で辞任しております。 

（４）監査報酬の内容 

     監査法人トーマツに対する報酬の内容は次のとおりです。 

公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬の額        15,700千円 

公認会計士法第２条第１項の業務以外に係る報酬の額        1,000千円 

     なお、公認会計士法第２条第１項の業務以外に係る報酬の額は、第26期連結会計年度（自平成18年３月１

日 至平成19年２月28日）の第１四半期及び第３四半期の財務情報開示に係る相談業務によるものであり

ます。 

（５）株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会の円滑な運営を図るためであります。 

（６）取締役の員数 

当社の取締役は７名以内とする旨を定款で定めております。 

（７）取締役の選解任 

当社は、取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行い、解任決議は議決権を行使することができる株主の議決権の過半数を有

する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款で定めております。 

（８）自己株式の取得 

当社は、自己株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行するこ

とを可能とするため、会社法165条２項の規定に基づき、取締役会の決議によって市場取引等により自己株式を取

得することができる旨を定款で定めております。 

（９）会計監査人との責任限定契約に関する事項 

当社と会計監査人は、会社法第423条第１項の賠償責任について法令に定める要件に該当する場合には、賠償責

任を限定することができる契約を締結し、当該契約に基づく賠償責任限度額は、報酬その他の職務執行の対価と

しての財産上の利益の額の事業年度ごとの合計額のうち最も高い額に２を乗じた額としております。 

  

  



第５ 【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度(平成17年３月１日から平成18年２月28日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度(平成18年３月１日から平成19年２月28日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度(平成17年３月１日から平成18年２月28日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度(平成18年３月１日から平成19年２月28日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年３月１日から平成18年２月28日まで）

及び前事業年度（平成17年３月１日から平成18年２月28日まで）並びに当連結会計年度（平成18年３月１日から平成

19年２月28日まで）及び当事業年度（平成18年３月１日から平成19年２月28日まで）の連結財務諸表及び財務諸表に

ついて、監査法人トーマツにより監査を受けております。 

  

  



１ 【連結財務諸表等】 
(1) 【連結財務諸表】 
① 【連結貸借対照表】 

  

 
  

前連結会計年度
（平成18年２月28日）

当連結会計年度 
（平成19年２月28日）

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 647,042 622,304

 ２ 売掛金 41,235 43,675

 ３ たな卸資産 3,795,080 4,667,707

 ４ 繰延税金資産 91,194 127,251

 ５ その他 239,150 274,221

   貸倒引当金 △150 △ 150

   流動資産合計 4,813,553 45.8 5,735,010 43.5

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 ※１ 4,720,248 5,820,576

    減価償却累計額 1,178,998 3,541,249 1,532,551 4,288,025

  (2) 什器備品 91,969 109,216

    減価償却累計額 57,114 34,855 68,741 40,475

  (3) 土地 ※１ 474,932 725,938

  (4) 建設仮勘定 2,814 36,785

   有形固定資産合計 4,053,851 38.6 5,091,224 38.7

 ２ 無形固定資産 20,592 0.2 19,015 0.1

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 14,392 12,120

  (2) 敷金保証金 1,240,763 1,806,453

  (3) 繰延税金資産 159,423 182,073

  (4) その他 208,510 326,893

   貸倒引当金 ― △ 1,750

   投資その他の資産合計 1,623,089 15.4 2,325,790 17.7

   固定資産合計 5,697,534 54.2 7,436,029 56.5

   資産合計 10,511,087 100.0 13,171,040 100.0



 
  

前連結会計年度
（平成18年２月28日）

当連結会計年度 
（平成19年２月28日）

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 3,255,537 3,482,486

 ２ 短期借入金 ※１ 150,000 1,050,000

 ３ 一年以内返済予定 
   長期借入金

※１ 604,400 785,960

 ４ 未払金 368,255 431,668

 ５ 未払法人税等 315,000 250,400

 ６ 賞与引当金 150,551 184,182

 ７ 閉店損失引当金 ― 22,533

 ８ ポイント費用引当金 5,320 6,476

 ９ その他 31,953 87,432

   流動負債合計 4,881,018 46.4 6,301,140 47.9

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※１ 825,170 1,648,350

 ２ 退職給付引当金 83,736 43,156

 ３ その他 204,937 232,754

   固定負債合計 1,113,843 10.6 1,924,260 14.6

   負債合計 5,994,861 57.0 8,225,401 62.5

   

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※２ 798,600 7.6 ― ―

Ⅱ 資本剰余金 840,028 8.0 ― ―

Ⅲ 利益剰余金 2,874,560 27.4 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 3,036 0.0 ― ―

   資本合計 4,516,225 43.0 ― ―

   負債及び資本合計 10,511,087 100.0 ― ―



 
  

前連結会計年度
（平成18年２月28日）

当連結会計年度 
（平成19年２月28日）

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 799,300 6.0

 ２ 資本剰余金 ― ― 840,728 6.4

 ３ 利益剰余金 ― ― 3,303,939 25.1

   株主資本合計 ― ― 4,943,967 37.5

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― 1,682 0.0

 ２ 繰延ヘッジ損益 ― ― △11 △0.0

   評価・換算差額等合計 ― ― 1,670 0.0

   純資産合計 ― ― 4,945,638 37.5

   負債純資産合計 ― ― 13,171,040 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日 
 至 平成18年２月28日)

当連結会計年度 
(自 平成18年３月１日 
 至 平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額（千円）
百分比
(％)

金額（千円）
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 26,431,463 100.0 30,134,508 100.0

Ⅱ 売上原価 20,207,109 76.5 22,978,442 76.3

   売上総利益 6,224,353 23.5 7,156,066 23.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 5,206,761 19.7 6,183,516 20.5

   営業利益 1,017,592 3.8 972,550 3.2

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 8,110 13,525

 ２ 受取配当金 181 768

 ３ 情報処理手数料収入 ※２ 99,181 47,881

 ４ 備品受贈益 38,097 26,009

 ５ 自動販売機設置手数料 20,575 23,073

 ６ その他 15,690 181,835 0.8 15,592 126,851 0.4

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 27,458 29,977

 ２ 支払手数料 4,999 5,000

 ３ 新株発行費 12,464 ―

 ４ その他 1,339 46,261 0.2 4,372 39,350 0.1

   経常利益 1,153,165 4.4 1,060,051 3.5

Ⅵ 特別利益

 １ 確定拠出年金移行益 ― ― ― 29,036 29,036 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※３ 558 613

 ２ 減損損失 ※４ ― 10,805

 ３ 閉店損失引当金繰入額 ― 22,533

 ４ 退職給付費用 ― 558 0.0 40,269 74,221 0.2

   税金等調整前 
   当期純利益

1,152,607 4.4 1,014,865 3.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

537,184 518,568

   法人税等調整額 △23,111 514,073 2.0 △ 57,781 460,786 1.6

   当期純利益 638,534 2.4 554,079 1.8



③ 【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

［連結剰余金計算書］ 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日 
  至 平成18年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 223,750

Ⅱ 資本剰余金増加高

１ 新株引受権の行使による新株
の発行

100,000

２ 新株引受権の行使に伴う新株
引受権の振替

2,000

３ 公募増資による新株の発行 514,278 616,278

Ⅲ 資本剰余金期末残高 840,028

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 2,272,675

Ⅱ 利益剰余金増加高

 １ 当期純利益 638,534 638,534

Ⅲ 利益剰余金減少高

 １ 配当金 17,000

 ２ 役員賞与 19,650 36,650

Ⅳ 利益剰余金期末残高 2,874,560



［連結株主資本等変動計算書］ 

当連結会計年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年２月28日残高(千円) 798,600 840,028 2,874,560 4,513,188

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 700 700 1,400

 剰余金の配当(注) △99,000 △99,000

 役員賞与(注） △25,700 △25,700

 当期純利益 554,079 554,079

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

700 700 429,379 430,779

平成19年２月28日残高(千円) 799,300 840,728 3,303,939 4,943,967

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算差額等
合計

平成18年２月28日残高(千円) 3,036 ― 3,036 4,516,225

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 1,400

 剰余金の配当(注） △99,000

 役員賞与(注) △25,700

 当期純利益 554,079

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△1,354 △11 △1,365 △1,365

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

△1,354 △11 △1,365 429,413

平成19年２月28日残高(千円) 1,682 △11 1,670 4,945,638



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日 
 至 平成18年２月28日)

当連結会計年度 
(自 平成18年３月１日 
 至 平成19年２月28日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税金等調整前当期純利益 1,152,607 1,014,865

   減価償却費 279,553 378,638

   減損損失 ― 10,805

   貸倒引当金の増減額（減少：△） ― 1,750

   賞与引当金の増減額(減少：△) 8,732 33,630

   閉店損失引当金の増減額(減少：△) ― 22,533

   ポイント費用引当金の増減額(減少：△) 756 1,156

   退職給付引当金の増減額(減少：△) 12,383 △40,580

   受取利息及び受取配当金 △8,291 △14,293

   支払利息 27,458 29,977

    新株発行費 12,464 ―

   備品受贈益 △38,097 △26,009

   有形固定資産除売却損益(益：△) 558 613

   売上債権の増減額(増加：△) △6,395 △2,440

   たな卸資産の増減額(増加：△) △980,955 △872,626

   未収入金の増減額(増加：△) △14,558 △9,357

   仕入債務の増減額(減少：△) 639,970 226,949

   未払金の増減額(減少：△) 62,458 71,299

   未払消費税等の増減額(減少：△) △36,119 50,558

   長期未払金の増減額（減少：△） ― 31,605

   役員賞与の支払額 △19,650 △25,700

   その他 75,175 29,728

   小計 1,168,051 913,103

   利息及び配当金の受取額 205 1,233

   利息の支払額 △29,033 △33,804

   法人税等の支払額 △532,166 △575,984

   営業活動によるキャッシュ・フロー 607,057 304,548

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   定期預金の預入れによる支出 △6,000 △5,500

   定期預金の払戻しによる収入 6,000 6,000

   有形固定資産の取得による支出 △1,312,229 △1,403,061

   敷金保証金の差入れによる支出 △295,605 △705,923

   その他 △39,664 △27,856

   投資活動によるキャッシュ・フロー △1,647,498 △2,136,341

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   短期借入金の純増減額(減少：△) 100,000 900,000

   長期借入れによる収入 ― 1,800,000

   長期借入金の返済による支出 △786,950 △795,260

   株式の発行による収入 1,089,128 1,400

   配当金の支払額 △17,000 △98,584

   株式の発行による支出 △12,464 ―

   財務活動によるキャッシュ・フロー 372,713 1,807,555

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） △667,727 △24,237

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 1,312,769 645,042

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 645,042 620,804



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１ 連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数 １社

連結子会社名

 有限会社薬王堂販売

(2)非連結子会社の名称等

  該当事項はありません。

同左

２ 持分法の適用に関する事

項

非連結子会社及び関連会社はないた

め、該当事項はありません。

同左

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の事業年度の末日と連結

決算日は一致しております。

同左

４ 会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定しておりま

す。）

時価のないもの

移動平均法による原価法

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定しておりま

す。）

時価のないもの

同左

②デリバティブ

時価法によっております。

②デリバティブ

同左

③たな卸資産

(イ)商品

売価還元法による原価法に

よっております。

ただし、調剤薬品について

は総平均法による原価法によっ

ております。

③たな卸資産

(イ)商品

同左

(ロ)貯蔵品

最終仕入原価法による原価

法によっております。

(ロ)貯蔵品

同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

①有形固定資産

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を除

く）については定額法によっており

ます。

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

建物及び構築物    ３年～34年

什器備品          ３年～８年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

①有形固定資産

同左

②無形固定資産

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における見込利用可

能期間（５年）に基づく定額法によ

っております。

②無形固定資産

同左

(3) 重要な繰延資産の処理方法
  新株発行費

発生時に、全額費用として処理し

ております。

――――――――――



前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

(4) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。

(4) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

同左

②賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備え

るため、支給見込額のうち当連結会

計年度の負担額を計上しておりま

す。

②賞与引当金

同左

―――――――――― ③閉店損失引当金 

 店舗閉店に伴い発生する損失に備

えるため、合理的に見込まれる閉店

関連損失見込額を計上しておりま

す。 

（追加情報）  

 当連結会計年度において、翌連結

会計年度以降に閉店することを決定

した店舗の中に中途解約違約金等の

閉店関連損失について合理的な見積

もりを要す店舗が発生したことに伴

い、新たに閉店損失引当金として計

上しております。これにより、特別

損失（閉店損失引当金繰入額）とし

て22,533千円を計上しております。 

 

④ポイント費用引当金

ポイントカード制度により発行さ

れる商品値引券の利用に備えるた

め、将来利用されると見込まれる額

を計上しております。

④ポイント費用引当金

同左



  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

⑤退職給付引当金 

  従業員に対する退職給付の支給に

備えるため、当連結会計年度末にお

いて従業員が自己都合により退職し

た場合の要支給額を計上しておりま

す。

⑤退職給付引当金 

  従業員に対する退職給付の支給に

備えるため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務の見込額に基づ

き、当連結会計年度末において発生

していると認められる額を計上して

おります。  

  数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理することとしておりま

す。 

（追加情報）  

 従業員に対する退職給付引当金の

計上基準については、従来、簡便法

を採用しておりましたが、当連結会

計年度より原則法を採用することに

変更しております。 

 この変更は、従業員数の増加によ

り、退職給付債務の金額に重要性が

増したため、その算定の精度を高

め、退職給付費用の期間損益計算を

より適正化するために行ったもので

あります。  

 なお、変更に伴って発生する原則

法による退職給付債務と簡便法によ

る退職給付債務の差額40,269千円

は、特別損失（退職給付費用）に計

上しております。  

 この結果、従来の方法によった場

合と比較して、営業利益及び経常利

益は1,577千円減少し、税金等調整

前当期純利益は41,847千円減少して

おります。 

（追加情報）  

 平成18年10月１日に退職一時金制

度の一部について確定拠出年金制度

へ移行したため、「退職給付制度間

の移行等に関する会計処理」（企業

会計基準適用指針第１号）を適用し

ております。本移行に伴う影響額

は、特別利益（確定拠出年金移行

益）として29,036千円計上しており

ます。  

 



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

(5) 重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

(5) 重要なリース取引の処理方法

同左

(6) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

同左

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 金利スワップ取引

ヘッジ対象 借入金

②ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

③ヘッジ方針

取締役会決議に基づき、ヘッジ対

象に係る金利変動リスクを一定の範

囲内でヘッジしております。

③ヘッジ方針

同左

④ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー

変動の累計とヘッジ手段のキャッシ

ュ・フロー変動の累計を半期毎に比

較し、両者の変動額を基礎にして、

ヘッジ有効性を評価しております。

④ヘッジ有効性評価の方法

同左

(7)その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(7)その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

消費税等の会計処理

同左

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。

 同左

６ 連結調整勘定の償却に関

する事項

該当事項はありません。 ――――――――――

７ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

―――――――――― 

  

 該当事項はありません。

８ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて作成しており

ます。

――――――――――

  

９ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）は、

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっておりま

す。

 同左



（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更） 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

―――――――――― 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は4,945,650千

円であります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計

年度における連結貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の連結財務諸表規則により作成しておりま

す。



（追加情報） 

 
  

前連結会計年度 当連結会計年度

(自 平成17年３月１日 (自 平成18年３月１日

 至 平成18年２月28日) 至 平成19年２月28日)

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制

度が導入されたことに伴い、当連結会計年度から「法

人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告第12号）に従い法

人事業税の付加価値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が15,661千円増加

し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

が、それぞれ同額減少しております。

――――――――――



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(平成18年２月28日)

当連結会計年度
(平成19年２月28日)

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務

は、次のとおりであります。

(1)担保提供資産

建物及び構築物 474,533千円

土地 393,001千円

合計 867,535千円

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務

は、次のとおりであります。

(1)担保提供資産

建物及び構築物 404,251千円

土地 392,998千円

合計 797,250千円

 

(2)上記に対応する債務

一年以内返済予定 
長期借入金

122,970千円

長期借入金 409,930千円

合計 532,900千円

(2)上記に対応する債務

短期借入金 422,075千円

一年以内返済予定
長期借入金

78,800千円

長期借入金 341,300千円

合計 842,175千円

※２ 当連結会計年度末における当社の発行済株式総数

は、普通株式15,000株であります。

※２      ――――――――――



(連結損益計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金

額は次のとおりであります。

 

給与手当 1,664,199千円

賃借料 1,228,939千円

水道光熱費 310,430千円

減価償却費 279,553千円

賞与引当金繰入額 150,551千円

ポイント費用引当金繰入額 5,320千円

退職給付費用 18,162千円

 

給与手当 1,993,094千円

賃借料 1,485,712千円

水道光熱費 396,040千円

減価償却費 378,638千円

賞与引当金繰入額 184,182千円

ポイント費用引当金繰入額 6,476千円

退職給付費用 25,964千円

貸倒引当金繰入額 1,750千円

※２ 平成17年９月５日の新物流センター稼動を機に、

仕入先から収受していた「支払照合データ処理料」

にかかる契約を平成17年11月で廃止するとともに、

商品仕入業務付随費用に係る契約内容を見直し、改

めて契約を締結いたしました。この結果、当連結会

計年度の情報処理手数料収入のうち、「支払照合デ

ータ処理手数料収入」（59,305千円）については、

契約を廃止した平成17年11月までの発生額となって

おります。

※２       ――――――――

 

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

什器備品 558千円
 

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

什器備品 613千円

          ――――――――

 

※４ 減損損失の内訳は次のとおりであります。  

用途 種類 場所
金額 

（千円）

販売設備 
（1店舗）

建物及び 
構築物

岩手県花巻市 6,425

販売設備 
（1店舗）

建物及び 
構築物

岩手県岩手郡 4,379

   当社及び連結子会社はキャッシュ・フローを生み

出す最小単位として主として店舗を基本単位としグ

ルーピングしております。  

 上記２店舗は、収益性が悪化したため閉店するこ

とを決定し、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（10,805千円）として特別損

失に計上いたしました。  

 当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額

により測定しておりますが、売却可能性が見込めな

いため、零としております。  

 



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 

 １．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   

(注)１．普通株式の発行済株式総数の増加のうち15,000株は、平成18年３月１日付の株式分割（１：２）によるもの

であります。 

２．普通株式の発行済株式総数の増加のうち12株は、新株引受権の権利行使による新株の発行による増加であり

ます。 

  
２．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
  

前連結会計年度末 
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末 
株式数(株)

 発行済株式

  普通株式(注)１、２ 15,000 15,012 ― 30,012

合計 15,000 15,012 ― 30,012

 自己株式

  普通株式 ― ― ― ―

合計 ― ― ― ―

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年５月25日 
定時株主総会

普通株式 99,000 6,600 平成18年２月28日 平成18年５月26日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年５月25日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 99,039 3,300 平成19年２月28日 平成19年５月28日



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係（平成18年２月28

日）

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係（平成19年２月28

日）

 

現金及び預金勘定 647,042千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金

等

△2,000千円

現金及び現金同等物 645,042千円
 

現金及び預金勘定 622,304千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金

等

△1,500千円

現金及び現金同等物 620,804千円



(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

項目
取得価額 

相当額

減価償却 

累計額 

相当額

期末残高 

相当額

千円 千円 千円

建物及び構築物 636,934 208,639 428,294

什器備品 1,458,300 611,917 846,382

有形固定資産 

その他
6,240 2,808 3,432

無形固定資産 

（ソフトウェア)
167,691 60,340 107,351

合計 2,269,166 883,705 1,385,460

 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

項目
取得価額 

相当額

減価償却 

累計額 

相当額

期末残高 

相当額

千円 千円 千円

建物及び構築物 713,696 277,043 436,652

什器備品 1,853,614 864,527 989,086

有形固定資産 

その他
6,240 4,056 2,184

無形固定資産 

（ソフトウェア)
176,908 78,861 98,047

合計 2,750,459 1,224,488 1,525,970

 （注） 減損損失累計額相当額はありません。 

 

 （注） 減損損失累計額相当額はありません。 

 

２ 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高 

未経過リース料期末残高相当額

１年内 389,248千円

１年超 1,006,767千円

合計 1,396,016千円

 ②未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高 

未経過リース料期末残高相当額

１年内 445,447千円

１年超 1,105,188千円

合計 1,550,636千円

   リース資産減損勘定の期末残高     －

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 377,406千円

リース資産減損勘定の取崩額 －

減価償却費相当額 360,497千円

支払利息相当額 18,876千円

減損損失 －

   リース資産減損勘定の期末残高     －

 ③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 454,757千円

リース資産減損勘定の取崩額 －

減価償却費相当額 440,098千円

支払利息相当額 18,087千円

減損損失 －

４ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

 ④減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

 ⑤利息相当額の算定方法 

同左

        
        ――――――――――

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年内 73,015千円

１年超 1,304,701千円

合計 1,377,716千円



（有価証券関係） 

前連結会計年度 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの（平成18年２月28日） 
  

 
  

（注）その他有価証券で時価のあるものについて、下落率が30～50％の株式については、当該金額の重要性、回復可能

性等を考慮して、必要と認められた額について減損処理を行なうものとしております。また、２期連続で下落率

が30～50％の株式については、回復可能性はないものと判断し、減損処理を行なうものとしております。なお、

当連結会計年度において、減損処理を行なった有価証券はありません。 

  
  
２ 時価評価されていない主な有価証券（平成18年２月28日） 

   金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの（平成19年２月28日） 
  

 
  

（注）その他有価証券で時価のあるものについて、下落率が30～50％の株式については、当該金額の重要性、回復可能

性等を考慮して、必要と認められた額について減損処理を行なうものとしております。また、２期連続で下落率

が30～50％の株式については、回復可能性はないものと判断し、減損処理を行なうものとしております。なお、

当連結会計年度において、減損処理を行なった有価証券はありません。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券（平成19年２月28日） 

   金額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

種類
取得原価
(千円)

連結貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの

株式 8,796 13,892 5,095

合計 8,796 13,892 5,095

種類
取得原価
(千円)

連結貸借対照表計上額
(千円)

差額 
(千円)

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの

株式 6,293 9,200 2,906

連結貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの

株式 2,502 2,420 △82

合計 8,796 11,620 2,823



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

  前連結会計年度末（平成18年２月28日） 

   当社グループはデリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しておりますので該当事項はありません。 

  当連結会計年度末（平成19年２月28日） 

当社グループはデリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しておりますので該当事項はありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

(1) 取引の内容

当社グループ（当社及び連結子会社）でデリバテ

ィブ取引を利用しているのは当社のみであり、当

社は金利スワップ取引を利用しております。

(1) 取引の内容

同左

(2) 取引に対する取組方針

変動金利を固定金利に変換する目的で金利スワッ

プ取引を利用しているのみであり、投機目的の取

引及びレバレッジ効果の高いデリバティブは行わ

ない方針であります。

(2) 取引に対する取組方針

同左

(3) 取引の利用目的

当社は変動金利支払の長期借入金について、将来

の金利変動リスクを軽減する目的で金利スワップ

取引を利用しております。

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

適用しております。

①ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段   金利スワップ取引

ヘッジ対象   借入金

②ヘッジ方針

取締役会決議に基づき、ヘッジ対象に係る金利

変動リスクを一定の範囲内でヘッジしておりま

す。

③ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計と

ヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を半

期毎に比較し、両者の変動額を基礎にして、ヘッ

ジ有効性を評価しております。

(3) 取引の利用目的

同左

(4) 取引に係るリスクの内容

金利スワップ取引においては、市場金利の変動に

よるリスクを有しております。

なお、当社の金利スワップ取引の契約先は信用度

の高い国内の銀行であるため、相手方の債務不履

行によるリスクはほとんどないものと認識してお

ります。

(4) 取引に係るリスクの内容

同左

(5) 取引に係るリスク管理体制

デリバティブ取引の契約は、財務部で検討・起案

され、取締役会の決議に基づき実行しておりま

す。

(5) 取引に係るリスク管理体制

同左



(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１ 採用している退職給付制度の概要

当社グループは確定給付型の制度として退職一時金

制度を採用しております。

１ 採用している退職給付制度の概要

当社グループは確定給付型の制度として退職一時金

制度と確定拠出年金制度を併用しております。な

お、平成18年10月１日に退職一時金制度の一部につ

いて確定拠出年金制度へ移行いたしました。

 

２ 退職給付債務及びその内訳（平成18年２月28日）

退職給付債務 83,736千円

退職給付引当金 83,736千円

２ 退職給付債務及びその内訳（平成19年２月28日）

① 退職給付債務 42,865千円

（内訳）

② 未認識数理計算上の差異 △290千円

③ 退職給付引当金 43,156千円

(注) 退職一時金制度から確定拠出年金制度への一部移

行に伴う影響額は特別利益（確定拠出年金移行

益）として29,036千円計上しております。また、

確定拠出年金制度への資産移管額は66,546千円で

あり、４年間で移管する予定であります。なお、

当連結会計年度末時点の未移管額49,798千円は、

未払金、長期未払金（固定負債の「その他」）に

計上しております。

 

３ 退職給付費用の内訳（自平成17年３月１日 至平成

18年２月28日）

勤務費用 18,162千円

退職給付費用 18,162千円

３ 退職給付費用の内訳（自平成18年３月１日 至平成

19年２月28日）

① 勤務費用 24,647千円

② 利息費用 1,317千円

③ 原則法への変更による費用処
理額(注１) 40,269千円

④ 退職給付費用 66,234千円

(注) １ 退職給付債務の算定にあたり、簡便法から原

則法に変更したことによる当連結会計年度期

首における当該債務の差額であり、特別損失

に計上しております。 

２ 確定拠出年金制度への掛金支払額9,720千円は

勤務費用に含めております。 

４ 当社グループは、退職給付債務及び退職給付費用の

算定方法として簡便法を採用しております。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

② 割引率 1.5％

③ 数理計算上の差異の処理年数 5年



(ストック・オプション等関係) 

  

当連結会計年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

１．ストック・オプション、自社株式オプション又は自社の株式の付与又は交付に関する注記 

会社法施行日以後に付与したストック・オプションはないので、該当事項はありません。 

２．ストック・オプションに関する注記 

（１）ストック・オプションの内容 

 
(注) ① 株式数に換算して記載しております。 

② 平成17年５月30日開催の取締役会決議に基づき、平成17年６月22日付をもって普通株式１株を

３株に分割しております。これにより、付与数が調整されております。 

③ 平成18年１月10日開催の取締役会決議に基づき、平成18年３月１日付をもって普通株式１株を

２株に分割しております。これにより、付与数が調整されております。 

（２）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

①ストック・オプションの数 

 
(注) 平成18年１月10日開催の取締役会決議により、平成18年３月１日をもって、普通株式１

株を２株に分割いたしました。 

②単価情報 

 
(注) 権利行使価格及び行使時平均株価については、平成18年３月１日付株式分割（１株につ

き２株）による調整後の１株当たりの価格を記載しております。 

  

会社名 提出会社

決議年月日 平成13年11月15日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役 ２名
当社従業員 11名

株式の種類及び付与数（株）（注）①、②、③ 普通株式 300株

付与日 平成13年11月15日

権利確定条件
権利行使時においても当社取締役又は
従業員であることを要する。

対象勤務期間 定めておりません。

権利行使期間
平成15年12月1日
～平成20年11月30日

会社名 提出会社

決議年月日 平成13年11月15日

権利確定前

 期首(株） ―

 付与（株） ―

 失効（株） ―

 権利確定（株） ―

 未確定残（株） ―

権利確定後

 期首(株） 75

 権利確定（株） ―

 分割による増加（株）（注） 75

 権利行使（株） 12

 失効（株） ―

 未行使残（株） 138

会社名 提出会社

決議年月日 平成13年11月15日

権利行使価格（円） 116,667

行使時平均株価（円） 406,545

付与日における公正な評価単価（円） ―



(税効果会計関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

未払事業税 20,868 千円

賞与引当金 60,822 千円

退職給付引当金 32,811 千円

未払役員退職金 73,928 千円

減価償却超過額 54,890 千円

その他 9,357 千円

繰延税金資産合計 252,677 千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △2,058 千円

繰延税金負債合計 △2,058 千円

繰延税金資産の純額 250,618 千円

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 91,194 千円

固定資産－繰延税金資産 159,423 千円

 

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

未払事業税 17,721 千円

賞与引当金 74,409 千円

閉店損失引当金 9,103 千円

退職給付引当金 17,317 千円

未払役員退職金 73,299 千円

確定拠出年金移行未払金 20,118 千円

減価償却超過額 82,014 千円

減損損失 4,365 千円

その他 12,115 千円

繰延税金資産合計 310,466 千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △ 1,140 千円

繰延税金負債合計 △ 1,140 千円

繰延税金資産の純額 309,325 千円

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。

流動資産－繰延税金資産 127,251 千円

固定資産－繰延税金資産 182,073 千円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.4 ％

（調整）

留保金課税 3.2

住民税均等割等 1.1

その他 △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.6 ％
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.4 ％

（調整）

留保金課税 3.9

住民税均等割等 1.3

その他 △0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.4 ％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、当社グル－プは、医薬品、化粧品、食料品及び日用雑貨等生

活関連商品を扱う小売業を専ら営んでおり、単一セグメントであるため、事業の種類別セグメントは記載して

おりません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び在外支店

がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

１ 役員及び個人主要株主等 

 
（注）１ 店舗賃借に伴う被保証については、保証料の支払を行なっておりません。 

２ 店舗賃借に伴う被保証の「取引金額」には、保証対象店舗に係る年間賃借料を記載しております。 

３ 当社社外監査役熊谷祐三が第三者（盛岡ガス燃料株式会社）の代表者として行った取引であります。 

４ リース会社とリース契約を締結し、店舗空調設備を導入しております。 

  店舗空調設備の購入については複数の業者の見積もりを比較検討し発注先・価格を決定しております。 

  なお、「取引金額」は物件を購入した場合の価格を記載しております。 

５ 空調設備の定期点検、修理は一般的取引条件によっています。 

６ 上記取引金額に消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高 
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 西郷辰弘 －  －
当社代表 

取締役社長

（被所有） 
直接 
39.2%

－ －
店舗賃借に伴
う被保証 
（注１、２）

26,098 －  －

役員 熊谷祐三 － －
当社社外監査役 
盛岡ガス燃料株式
会社代表取締役

0.0% － －

盛岡ガス燃料
からの店舗空
調設備の購入 
（注３、４）

18,700 － －

盛岡ガス燃料
への店舗空調
設備の定期点
検、修 理 代 の
支払 
（注３、５）

5,100 未払金 216



当連結会計年度(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 

１ 役員及び個人主要株主等 

 
（注）１ 店舗賃借に伴う被保証については、保証料の支払を行なっておりません。 

２ 店舗賃借に伴う被保証の「取引金額」には、保証対象店舗に係る年間賃借料を記載しております。 

３ 当社社外監査役熊谷祐三が第三者（盛岡ガス燃料株式会社）の代表者として行った取引であります。 

４ 空調設備の定期点検、修理は一般的取引条件によっています。 

５ 上記取引金額に消費税等は含まれておりません。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高 
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 西郷辰弘 － －
当社代表 

取締役社長

（被所有） 
直接 
39.2%

－ －
店舗賃借に伴
う被保証 
（注１、２）

24,658 － －

役員 熊谷祐三 － －
当社社外監査役 
盛岡ガス燃料株式
会社代表取締役

（被所有） 
0.0%

－ －

盛岡ガス燃料
への店舗空調
設備の定期点
検、修 理 代 の
支払 
（注３、４）

5,470 － －



(１株当たり情報) 

  

 
(注)① １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

 
(注)② １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１株当たり純資産額 299,368円35銭 １株当たり純資産額 164,788円70銭

１株当たり当期純利益金額 46,578円58銭 １株当たり当期純利益金額 18,461円92銭

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額

46,493円77銭
潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額

18,406円72銭

項目 前連結会計年度末 当連結会計年度末

純資産の部の合計額（千円） ― 4,945,638

純資産の部の合計額から控除する額（千円） ― ―

普通株式に係る期末の純資産額（千円） ― 4,945,638

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数（株） ― 30,012

項目 前連結会計年度 当連結会計年度

１株当たり当期純利益金額

当期純利益(千円) 638,534 554,079

普通株主に帰属しない金額(千円) 25,700 ―

（うち利益処分による役員賞与金(千円)） 25,700 ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 612,834 554,079

普通株式の期中平均株式数(株) 13,157 30,012

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) 24 90

（うち新株引受権(株)） 24 90

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益金額の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

  ――――――――    ――――――――



(注)③ 株式分割について 

前連結会計年度（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 

当社は、平成17年６月22日付で普通株式１株に対し普通株式３株の割合で株式分割を行っておりま

す。当該株式の分割が前期首に行われたと仮定した場合の前連結会計年度における１株当たり情報は、

それぞれ以下のとおりであります。  

 
  

当連結会計年度（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

当社は、平成18年３月１日付で普通株式１株に対し普通株式２株の割合で株式分割を行っておりま

す。当該株式の分割が前期首に行われたと仮定した場合の前連結会計年度における１株当たり情報は、

それぞれ以下のとおりであります。  

  

 
  

 

前連結会計年度
(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

１株当たり純資産額 274,691円45銭

１株当たり当期純利益金額 49,349円65銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について
は、新株引受権の残高がありますが、当社株式は非上場かつ
非登録であり、期中平均株価が把握できないため、記載して
おりません。

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

１株当たり純資産額 149,684円17銭

１株当たり当期純利益金額 23,289円29銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金
額

23,246円88銭



(重要な後発事象) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

 

株式分割

平成18年１月10日開催の取締役会決議に基づき下記

のとおり株式分割を行っております。

１ 平成18年３月１日をもって普通株式１株を２株に

分割します。

（1）分割により増加する株式数

普通株式  15,000株

（2）分割の方法

平成18年２月28日最終の株主名簿及び実質

株主名簿に記載又は記録された株主の所有株

式数を、１株につき２株の割合をもって分割

いたします。

２ 配当起算日

平成18年３月１日

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の

前期における１株当たり情報及び当期首に行われたと

仮定した場合の当期における１株当たり情報は、下記

のとおりであります。

前連結会計年度

(自 平成16年３月１日

至 平成17年２月28日)

当連結会計年度

(自 平成17年３月１日

至 平成18年２月28日)

１株当たり純資産額

137,345円72銭

１株当たり純資産額

149,684円17銭

１株当たり当期純利益金額

24,674円82銭

１株当たり当期純利益金額

23,289円29銭

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額

23,246円88銭

なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額に

ついては、新株引受権の残

高がありますが、当社株式

は非上場かつ非登録であ

り、期中平均株価が把握で

きないため記載しておりま

せん。

――――――――――



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 「平均利率」については、借入金等の当期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとお

りであります。 

  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 150,000 1,050,000 1.10 ―

１年以内返済予定長期借入金 604,400 785,960 1.25 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

825,170 1,648,350 1.33
平成20年３月17日～
平成23年11月21日

合計 1,579,570 3,484,310 ― ―

区分
１年超２年以内 

(千円)
２年超３年以内

(千円)
３年超４年以内

(千円)
４年超５年以内 

(千円)

長期借入金 588,000 503,290 390,160 166,900



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 
  

第25期
(平成18年２月28日)

第26期 
(平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 634,584 603,332

 ２ 売掛金 41,235 43,675

 ３ 商品 3,790,000 4,659,415

 ４ 貯蔵品 5,079 8,291

 ５ 前払費用 77,968 98,309

 ６ 繰延税金資産 90,864 126,741

 ７ 未収入金 160,481 172,743

 ８ その他 700 3,168

   貸倒引当金 △150 △150

   流動資産合計 4,800,765 45.7 5,715,528 43.4

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 ※１ 3,778,764 4,655,710

    減価償却累計額 859,735 2,919,029 1,099,922 3,555,787

  (2) 構築物 941,483 1,164,866

    減価償却累計額 319,263 622,220 432,628 732,237

  (3) 什器備品 91,969 109,216

    減価償却累計額 57,114 34,855 68,741 40,475

  (4) 土地 ※１ 474,932 725,938

  (5) 建設仮勘定 2,814 36,785

   有形固定資産合計 4,053,851 38.6 5,091,224 38.7

 ２ 無形固定資産

  (1) 商標権 ― 321

  (2) ソフトウェア 581 413

  (3) 施設利用権 6,910 5,179

  (4) 電話加入権 13,101 13,101

   無形固定資産合計 20,592 0.2 19,015 0.2



 
  

第25期
(平成18年２月28日)

第26期 
(平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 14,392 12,120

  (2) 関係会社株式 ― 3,000

  (3) 関係会社出資金 3,000 ―

  (4) 長期前払費用 112,172 200,241

  (5) 繰延税金資産 159,423 182,073

  (6) 敷金保証金 1,240,763 1,806,453

  (7) 保険積立金 95,072 101,842

  (8) その他 1,265 24,809

   貸倒引当金 ― △1,750

   投資その他の資産合計 1,626,089 15.5 2,328,790 17.7

   固定資産合計 5,700,534 54.3 7,439,029 56.6

   資産合計 10,501,299 100.0 13,154,558 100.0



 
  

第25期
(平成18年２月28日)

第26期 
(平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 3,255,537 3,482,486

 ２ 短期借入金 ※１ 150,000 1,050,000

 ３ 一年以内返済予定 
   長期借入金

※１ 604,400 785,960

 ４ 未払金 393,316 464,754

 ５ 未払費用 2,351 1,234

 ６ 未払法人税等 310,000 244,000

 ７ 賞与引当金 150,551 184,182

 ８ 閉店損失引当金 ― 22,533

 ９ ポイント費用引当金 5,320 6,476

 10 預り金 26,109 31,611

 11 その他 ― 50,066

   流動負債合計 4,897,587 46.6 6,323,305 48.1

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 ※１ 825,170 1,648,350

 ２ 退職給付引当金 83,736 43,156

 ３ 役員に対する長期未払金 ※２ 182,991 181,435

 ４ その他 21,945 51,319

   固定負債合計 1,113,843 10.6 1,924,260 14.6

   負債合計 6,011,430 57.2 8,247,566 62.7

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※３ 798,600 7.6 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 840,028 ―

   資本剰余金合計 840,028 8.0 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 14,808 ―

 ２ 任意積立金

  (1) 別途積立金 2,135,000 ―

 ３ 当期未処分利益 698,395 ―

   利益剰余金合計 2,848,203 27.1 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 3,036 0.0 ― ―

   資本合計 4,489,868 42.8 ― ―

   負債及び資本合計 10,501,299 100.0 ― ―



 
  

第25期
(平成18年２月28日)

第26期 
(平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 799,300 6.1

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 840,728

    資本剰余金合計 ― ― 840,728 6.4

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 14,808

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 ― 2,585,000

    繰越利益剰余金 ― 665,484

    利益剰余金合計 ― ― 3,265,292 24.8

   株主資本合計 ― ― 4,905,320 37.3

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

― ― 1,682 0.0

 ２ 繰延ヘッジ損益 ― ― △11 △0.0

   評価・換算差額等合計 ― ― 1,670 0.0

   純資産合計 ― ― 4,906,991 37.3

   負債純資産合計 ― ― 13,154,558 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

第25期
(自 平成17年３月１日 
 至 平成18年２月28日)

第26期 
(自 平成18年３月１日 
 至 平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 26,431,463 100.0 30,134,508 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 商品期首たな卸高 2,812,836 3,790,000

 ２ 当期商品仕入高 21,184,274 23,847,856

   合計 23,997,110 27,637,857

 ３ 商品期末たな卸高 3,790,000 20,207,109 76.5 4,659,415 22,978,442 76.3

   売上総利益 6,224,353 23.5 7,156,066 23.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 広告宣伝費 177,441 183,106

 ２ 販売手数料 898,236 1,186,004

 ３ 販売促進費 139,023 186,570

 ４ 役員報酬 105,410 138,800

 ５ 給与手当 1,508,829 1,795,744

 ６ 賞与 175,149 209,111

 ７ 賞与引当金繰入額 150,551 184,182

  ８  ポイント費用引当金繰入 
      額

5,320 6,476

 ９ 退職給付費用 18,162 25,964

  10 貸倒引当金繰入額 ― 1,750

 11 法定福利費 174,158 201,237

 12 水道光熱費 310,430 396,040

 13 賃借料 767,641 874,656

 14 減価償却費 80,436 90,641

 15 支払手数料 121,985 151,950

 16 その他 617,855 5,250,633 19.8 589,553 6,221,790 20.6

   営業利益 973,720 3.7 934,275 3.1



 
  

第25期
(自 平成17年３月１日 
 至 平成18年２月28日)

第26期 
(自 平成18年３月１日 
 至 平成19年２月28日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 8,109 13,511

 ２ 受取配当金 181 768

 ３ 情報処理手数料収入 ※１ 99,181 47,881

 ４ 不動産賃貸収入 ※２ 725,253 965,399

 ５ その他 75,505 908,231 3.4 65,818 1,093,379 3.6

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 27,458 29,977

 ２ 不動産賃貸原価 698,983 950,360

 ３ 新株発行費 12,464 ―

 ４ その他 6,339 745,245 2.8 9,372 989,710 3.3

   経常利益 1,136,706 4.3 1,037,945 3.4

Ⅵ 特別利益

 １ 確定拠出年金移行益 ― 29,036 29,036 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※３ 558 613

 ２ 減損損失 ※４ ― 10,805

 ３ 閉店損失引当金繰入額 ― 22,533

 ４ 退職給付費用 ― 558 0.0 40,269 74,221 0.2

   税引前当期純利益 1,136,148 4.3 992,759 3.3

   法人税、住民税 
   及び事業税

529,647 508,572

   法人税等調整額 △23,036 506,610 1.9 △57,601 450,970 1.5

   当期純利益 629,537 2.4 541,788 1.8

   前期繰越利益 68,858 ―

   当期未処分利益 698,395 ―



③ 【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

［利益処分計算書］ 

 
 (注) 日付は株主総会承認日であります。 

第25期
 (平成18年５月25日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 698,395

Ⅱ 利益処分額

 １ 配当金 99,000

 ２ 役員賞与金 25,700

      (うち監査役賞与金) (1,500)

 ３ 任意積立金

    (1) 別途積立金 450,000 574,700

Ⅲ 次期繰越利益 123,695



［株主資本等変動計算書］ 

  第26期(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 
  

 
  

 
  

 
(注)平成18年５月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年２月28日残高(千円) 798,600 840,028 840,028

事業年度中の変動額

 新株の発行 700 700 700

 別途積立金の積立(注)

 剰余金の配当(注)

 役員賞与(注)

 当期純利益

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) 700 700 700

平成19年２月28日残高(千円) 799,300 840,728 840,728

株主資本

利益剰余金

株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成18年２月28日残高(千円) 14,808 2,135,000 698,395 2,848,203 4,486,831

事業年度中の変動額

 新株の発行 1,400

 別途積立金の積立(注） 450,000 △450,000 ― ―

 剰余金の配当(注) △99,000 △99,000 △99,000

 役員賞与(注) △25,700 △25,700 △25,700

 当期純利益 541,788 541,788 541,788

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) ― 450,000 △32,911 417,088 418,488

平成19年２月28日残高(千円) 14,808 2,585,000 665,484 3,265,292 4,905,320

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 

評価差額金
繰延ヘッジ損益

評価・換算
差額等合計

平成18年２月28日残高(千円) 3,036 ― 3,036 4,489,868

事業年度中の変動額

 新株の発行 1,400

 別途積立金の積立(注) ―

 剰余金の配当(注) △99,000

 役員賞与(注) △25,700

 当期純利益 541,788

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△1,354 △11 △1,365 △1,365

事業年度中の変動額合計(千円) △1,354 △11 △1,365 417,123

平成19年２月28日残高(千円) 1,682 △11 1,670 4,906,991



重要な会計方針 

  

第25期
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第26期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

――――――――――

(1)その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定しております。）

時価のないもの

移動平均法による原価法

(1)子会社株式

移動平均法による原価法

(2)その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定しております。）

時価のないもの

同左

２ デリバティブの評価基準

及び評価方法

時価法によっております。 同左

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1)商品

売価還元法による原価法によって

おります。

ただし、調剤薬品については総平

均法による原価法によっておりま

す。

(2)貯蔵品

最終仕入原価法による原価法によ

っております。

(1)商品

同左

(2)貯蔵品

同左

４ 固定資産の減価償却の方

法

(1)有形固定資産

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備を除

く）については定額法によっており

ます。

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

建物      ３年～34年   

構築物     10年～20年

什器備品    ３年～８年

(1)有形固定資産

同左

(2)無形固定資産

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における見込利用可

能期間（５年）に基づく定額法によ

っております。

(2)無形固定資産

同左

５ 繰延資産の処理方法 (1)新株発行費

発生時に、全額費用として処理

しております。

――――――――――

６ 引当金の計上基準 (1)貸倒引当金

売上債権等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

(1)貸倒引当金

同左

(2)賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備

えるため、支給見込額のうち当期

の負担額を計上しております。

(2)賞与引当金

同左



第25期
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第26期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

――――――――――
(3)閉店損失引当金

店舗閉店に伴い発生する損失に

備えるため、合理的に見込まれる

閉店関連損失見込額を計上してお

ります。 

（追加情報） 

 当事業年度において、翌事業年

度以降に閉店することを決定した

店舗の中に中途解約違約金等の閉

店関連損失について合理的な見積

もりを要す店舗が発生したことに

伴い、新たに閉店損失引当金とし

て計上しております。これによ

り、特別損失（閉店損失引当金繰

入額）として22,533千円を計上し

ております。

(3)ポイント費用引当金

ポイントカード制度により発行

される商品値引券の利用に備える

ため、将来利用されると見込まれ

る額を計上しております。

(4)ポイント費用引当金

同左



  
第25期

(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第26期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

(4)退職給付引当金 (5)退職給付引当金

従業員に対する退職給付の支給

に備えるため、当期末において従

業員が自己都合により退職した場

合の要支給額を計上しておりま

す。

従業員に対する退職給付の支給

に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生し

ていると認められる額を計上して

おります。 

 数理計算上の差異は、各事業年

度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとしてお

ります。 

（追加情報） 

 従業員に対する退職給付引当金

の計上基準については、従来、簡

便法を採用しておりましたが、当

事業年度より原則法を採用するこ

とに変更しております。 

 この変更は、従業員数の増加に

より、退職給付債務の金額に重要

性が増したため、その算定の精度

を高め、退職給付費用の期間損益

計算をより適正化するために行っ

たものであります。 

 なお、変更に伴って発生する原

則法による退職給付債務と簡便法

による退職給付債務の差額40,269

千円は、特別損失（退職給付費

用）に計上しております。 

 この結果、従来の方法によった

場合と比較して、営業利益及び経

常利益は1,577千円減少し、税引前

当期純利益は41,847千円減少して

おります。 

（追加情報） 

 平成18年10月１日に退職一時金

制度の一部について確定拠出年金

制度へ移行したため、「退職給付

制度間の移行等に関する会計処

理」（企業会計基準適用指針第１

号）を適用しております。本移行

に伴う影響額は、特別利益（確定

拠出年金移行益）として29,036千

円計上しております。



  

 
  

第25期
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第26期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

７ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

同左

８ ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法    

繰延ヘッジ処理によっておりま

す。

(1)ヘッジ会計の方法

同左

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象  

ヘッジ手段 金利スワップ取引 

ヘッジ対象 借入金 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3)ヘッジ方針 

取締役会決議に基づき、ヘッジ

対象に係る金利変動リスクを一定

の範囲内でヘッジしております。

(3)ヘッジ方針

同左

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フロ

ー変動の累計とヘッジ手段のキャ

ッシュ・フロー変動の累計を半期

毎に比較し、両者の変動額を基礎

にして、ヘッジ有効性を評価して

おります。

(4)ヘッジ有効性評価の方法

同左

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

 

同左



（会計方針の変更） 

  

 
  

（表示方法の変更） 

  

第25期
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第26期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

――――――――――
貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準 
 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12
月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す
る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第
８号 平成17年12月９日）を適用しております。 
 従来の資本の部の合計に相当する金額は4,907,003千
円であります。 
 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度に
おける貸借対照表の純資産の部については、改正後の
財務諸表等規則により作成しております。

第25期
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第26期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

――――――――――
（貸借対照表）
 前事業年度まで旧有限会社法の規定による有限会社
の持分は、投資その他の資産の「関係会社出資金」と
して表示しておりましたが、「会社法の施行に伴う関
係法律の整備等に関する法律」（平成17年法律第87
号）が公布され、平成18年５月１日以後、会社法（平
成17年法律第86号）の規定による株式会社の株式とみ
なされることとなったため、当事業年度より投資その
他の資産の「関係会社株式」として表示しておりま
す。



追加情報 

  

 
  

第25期 
(自 平成17年３月１日 
 至 平成18年２月28日)

第26期
(自 平成18年３月１日 
 至 平成19年２月28日)

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制

度が導入されたことに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」（平成16年２月13日企業

会計基準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事

業税の付加価値割及び資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が15,661千円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益がそれ

ぞれ同額減少しております。

――――――――――



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

第25期 
(平成18年２月28日)

第26期
(平成19年２月28日)

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務

は、次のとおりであります。

(1)担保提供資産

建物 474,533千円

土地 393,001千円

合計 867,535千円

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務

は、次のとおりであります。

(1)担保提供資産

建物 404,251千円

土地 392,998千円

合計 797,250千円

 

(2)上記に対応する債務

一年以内返済予定 
長期借入金

122,970千円

長期借入金 409,930千円

合計 532,900千円

(2)上記に対応する債務

短期借入金 422,075千円

一年以内返済予定
長期借入金 78,800千円

長期借入金 341,300千円

合計 842,175千円

※２ 役員退職慰労金の未払額であります。 ※２ 同左

※３ 授権株式数及び発行済株式総数

授権株式数 普通株式 51,000株

発行済株式総数 普通株式 15,000株

※３     ――――――――――

４ 配当制限

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に

時価を付したことにより増加した純資産額は

3,036千円であります。

４         ――――――――――



(損益計算書関係) 

  

 
  

第25期
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第26期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

※１ 平成17年９月５日の新物流センター稼動を機に、

仕入先から収受していた「支払照合データ処理料」

にかかる契約を平成17年11月で廃止するとともに、

商品仕入業務付随費用に係る契約内容を見直し、改

めて契約を締結いたしました。この結果、当事業年

度の情報処理手数料収入のうち、「支払照合データ

処理手数料収入」（59,305千円）については、契約

を廃止した平成17年11月までの発生額となっており

ます。

※１      ―――――――――― 

 

※２ 関係会社との取引は次のとおりであります。

不動産賃貸収入 725,253千円

※２ 関係会社との取引は次のとおりであります。

不動産賃貸収入 965,399千円

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

什器備品 558千円

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

什器備品 613千円

        ――――――――――  

 

 

※４ 減損損失の内訳は次のとおりであります。

用途 種類 場所
金額 

（千円）

販売設備 

（1店舗）

建物及び 
構築物

岩手県花巻市 6,425 

販売設備 

（1店舗）

建物及び 
構築物

岩手県岩手郡 4,379

   当社はキャッシュ・フローを生み出す最小単位と

して主として店舗を基本単位としグルーピングして

おります。  

 上記２店舗は、収益性が悪化したため閉店するこ

とを決定し、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失（10,805千円）として特別損

失に計上いたしました。 

 減損損失の内訳は、建物4,266千円、構築物6,538

千円であります。 

 当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額

により測定しておりますが、売却可能性が見込めな

いため、零としております。  

 



(株主資本等変動計算書関係) 

 第26期(自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日) 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 
  

該当事項はありません。 



(リース取引関係) 

  

 
  

第25期
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第26期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

項目
取得価額 

相当額

減価償却 

累計額 

相当額

期末残高 

相当額

千円 千円 千円

建物 602,048 200,463 401,585

構築物 34,885 8,176 26,709

車両運搬具 6,240 2,808 3,432

什器備品 1,458,300 611,917 846,382

ソフトウェア 167,691 60,340 107,351

合計 2,269,166 883,705 1,385,460

 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

項目
取得価額 

相当額

減価償却 

累計額 

相当額

期末残高 

相当額

千円 千円 千円

建物 678,810 266,686 412,123

構築物 34,885 10,356 24,528

車両運搬具 6,240 4,056 2,184

什器備品 1,853,614 864,527 989,086

ソフトウェア 176,908 78,861 98,047

合計 2,750,459 1,224,488 1,525,970

 （注） 減損損失累計額相当額はありません。 

 

 （注） 減損損失累計額相当額はありません。 

 

 

２ 未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高 

未経過リース料期末残高相当額

１年内 389,248千円

１年超 1,006,767千円

合計 1,396,016千円

   リース資産減損勘定の期末残高     －
 

 ②未経過リース料期末残高相当額及びリース資産減損

勘定期末残高 

未経過リース料期末残高相当額

１年内 445,447千円

１年超 1,105,188千円

合計 1,550,636千円

   リース資産減損勘定の期末残高     －  

３ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 377,406千円

リース資産減損勘定の取崩額 －

減価償却費相当額 360,497千円

支払利息相当額 18,876千円

減損損失 －

 ③支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 454,757千円

リース資産減損勘定の取崩額 －

減価償却費相当額 440,098千円

支払利息相当額 18,087千円

減損損失 －

４ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

 ④減価償却費相当額の算定方法

同左

５ 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

 ⑤利息相当額の算定方法 

同左

                 
                 ―――――――――― 

２ オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年内 73,015千円

１年超 1,304,701千円

合計 1,377,716千円



(有価証券関係) 

第25期（平成18年２月28日現在）及び第26期（平成19年２月28日現在）において子会社株式で時価のあるものは

ありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

 
  

第25期 
(平成18年２月28日)

第26期
(平成19年２月28日)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

未払事業税 20,538 千円

賞与引当金 60,822 千円

退職給付引当金 32,811 千円

未払役員退職金 73,928 千円

減価償却超過額 54,890 千円

その他 9,357 千円

繰延税金資産合計 252,346 千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △2,058 千円

繰延税金負債合計 △2,058 千円

繰延税金資産の純額 250,288 千円

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

未払事業税 17,211 千円

賞与引当金 74,409 千円

閉店損失引当金 9,103 千円

退職給付引当金 17,317 千円

未払役員退職金 73,299 千円

確定拠出年金移行未払金 20,118 千円

減価償却超過額 82,014 千円

減損損失 4,365 千円

その他 12,115 千円

繰延税金資産合計 309,956 千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △1,140 千円

繰延税金負債合計 △1,140 千円

繰延税金資産の純額 308,815 千円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.4 ％

（調整）

留保金課税 3.2

住民税均等割等 1.0

その他 0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.6 ％
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.4 ％

（調整）

留保金課税 4.0 ％

住民税均等割等 1.1 ％

その他 △0.1 ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.4 ％



(１株当たり情報) 

  

 
(注)① １株当たり純資産額算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
(注)② １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

第25期
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第26期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

１株当たり純資産額 297,611円25銭 １株当たり純資産額 163,500円99銭

１株当たり当期純利益金額 45,894円78銭 １株当たり当期純利益金額 18,052円41銭

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額

45,811円22銭
潜在株式調整後１株当たり
 当期純利益金額

17,998円43銭

項目 第25期 第26期

純資産の部の合計額（千円） ― 4,906,991

純資産の部の合計額から控除する額（千円） ― ―

普通株式に係る期末の純資産額（千円） ― 4,906,991

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数（株） ― 30,012

項目 第25期 第26期

１株当たり当期純利益金額

当期純利益(千円) 629,537 541,788

普通株主に帰属しない金額(千円) 25,700 ―

（うち利益処分による役員賞与金(千円)） 25,700 ―

普通株式に係る当期純利益(千円) 603,837 541,788

普通株式の期中平均株式数(株) 13,157 30,012

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) 24 90

（うち新株引受権(株)) 24 90

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益金額の算定に含

めなかった潜在株式の概要

―――――――― ――――――――



(注)③ 株式分割について 

 第25期（自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日） 

当社は、平成17年６月22日付で普通株式１株に対し普通株式３株の割合で株式分割を行っておりま

す。当該株式の分割が前期首に行われたと仮定した場合の前事業年度における１株当たり情報は、それ

ぞれ以下のとおりであります。  

 
  

第26期（自 平成18年３月１日 至 平成19年２月28日） 

当社は、平成18年３月１日付で普通株式１株に対し普通株式２株の割合で株式分割を行っておりま

す。当該株式の分割が前期首に行われたと仮定した場合の前事業年度における１株当たり情報は、それ

ぞれ以下のとおりであります。  

 
  

第24期
(自 平成16年３月１日
至 平成17年２月28日)

１株当たり純資産額 272,989円52銭

１株当たり当期純利益金額 48,711円29銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について
は、新株引受権の残高がありますが、当社株式は非上場かつ
非登録であり、期中平均株価が把握できないため、記載して
おりません。

第25期
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

１株当たり純資産額 148,805円62銭

１株当たり当期純利益金額 22,947円38銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金
額

22,905円60銭



(重要な後発事象) 
  

 
  

第25期
(自 平成17年３月１日
至 平成18年２月28日)

第26期
(自 平成18年３月１日
至 平成19年２月28日)

株式分割

平成18年１月10日開催の取締役会決議に基づき下記

のとおり株式分割を行っております。

１ 平成18年３月１日をもって普通株式１株を２株に

分割します。

（1）分割により増加する株式数

普通株式  15,000株

（2）分割の方法

平成18年２月28日最終の株主名簿及び実質

株主名簿に記載又は記録された株主の所有株

式数を、１株につき２株の割合をもって分割

いたします。

２ 配当起算日

平成18年３月１日

当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の

前期における１株当たり情報及び当期首に行われたと

仮定した場合の当期における１株当たり情報は、下記

のとおりであります。
第24期

(自 平成16年３月１日

至 平成17年２月28日)

第25期

(自 平成17年３月１日

至 平成18年２月28日)

１株当たり純資産額

136,494円76銭

１株当たり純資産額

148,805円62銭

１株当たり当期純利益金額

24,355円64銭

１株当たり当期純利益金額

22,947円38銭

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額

22,905円60銭

なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額に

ついては、新株引受権の残

高がありますが、当社株式

は非上場かつ非登録であ

り、期中平均株価が把握で

きないため記載しておりま

せん。

――――――――



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定によ

り有価証券明細表の作成を省略しております。 

【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注)１ 「当期減少額」欄の( )は内数で、当期の減損損失計上額であります。 

  ２ 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

（単位：千円）

 
  ３ 無形固定資産の金額は資産の総額の100分の１以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当

期減少額」の記載を省略しております。 

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高 
(千円)

有形固定資産

 建物 3,778,764 881,334
4,388

4,655,710 1,099,922 240,309 3,555,787
(4,266)

 構築物 941,483 229,921
6,538

1,164,866 432,628 113,365 732,237
(6,538)

 什器備品 91,969 21,646 4,398 109,216 68,741 15,413 40,475

 土地 474,932 251,006 ― 725,938 ―  ― 725,938

 建設仮勘定 2,814 1,197,217 1,163,246 36,785 ― ― 36,785

有形固定資産計 5,289,963 2,581,126
1,178,572

6,692,517 1,601,293 369,088 5,091,224
(10,805)

無形固定資産

 商標権 ― ― ― 330 8 8 321

 ソフトウェア ― ― ― 1,905 1,491 367 413

 施設利用権 ― ― ― 27,674 22,495 1,983 5,179

 電話加入権 ― ― ― 13,101 ― ― 13,101

無形固定資産計 42,229 782 ― 43,011 23,996 2,359 19,015

長期前払費用 119,886 103,119 7,859 215,146 14,904 7,190 200,241

繰延資産

 ― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

建物 構築物 土地 建設仮勘定

大 館 店 115,819 34,898 ― 153,190

岩手山田店 123,088 30,229 ― 156,446

宮城柴田店 119,952 27,728 160,000 172,600

二 戸 店 110,259 21,598 23,000 147,100

能代落合店 88,876 25,142 ― 119,310

岩手一戸店 129,409 39,183 ― 171,560

横手平鹿店 122,263 24,095 ― 148,250



【引当金明細表】 

  

 
(注) 貸倒引当金の当期減少額（その他）は、一般債権の貸倒実績率洗替額であります。 

  

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 150 1,900 ― 150 1,900

賞与引当金 150,551 184,182 150,551 ― 184,182

閉店損失引当金 ― 22,533 ― ― 22,533

ポイント費用引当金 5,320 6,476 5,320 ― 6,476



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

当事業年度末（平成19年２月28日）における主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。 

① 現金及び預金 

  

 
  

② 売掛金 

  

 
  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額(千円)

現金 418,816

預金

普通預金 182,600

別段預金 415

定期積金 1,500

預金計 184,515

合計 603,332

相手先 金額(千円)

岩手県社会保険診療報酬支払基金 18,397

岩手県国民健康保険団体連合会 18,126

宮古市役所 948

登米市役所 839

岩手酒類卸株式会社 831

その他 4,532

合計 43,675

期首残高(千円) 
 

(Ａ)

当期発生高(千円)
 

(Ｂ)

当期回収高(千円)
 

(Ｃ)

当期末残高(千円)
 

(Ｄ)
 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

41,235 305,655 303,215 43,675 87.4 50.6



③ 商品 

  

 
  

④ 貯蔵品 

  

 
  

⑤ 敷金保証金 

  

 
  

⑥ 買掛金 

  

 
  

部門 金額(千円)

ヘルスケア（ドラッグ・衛生用品・ベビー用品） 1,527,560

ビューティケア(化粧品・トイレタリー) 1,622,131

ホームケア（衣料・日用品） 647,523

コンビニエンスケア(バラエティ・食品) 862,199

合計 4,659,415

品名 金額(千円)

ポイントカード 1,165

従業員用制服 7,126

合計 8,291

区分 金額(千円)

保証金 1,266,437

敷金 540,015

合計 1,806,453

相手先 金額(千円)

株式会社バイタルヘルスケア 484,678

ピップトウキョウ株式会社 386,027

シーエス薬品株式会社 272,179

大正製薬株式会社 235,523

株式会社あらた 201,156

その他 1,902,921

合計 3,482,486



⑦ 短期借入金 

  

 
  

借入先 金額(千円)

株式会社東北銀行 500,000

株式会社秋田銀行 300,000

株式会社岩手銀行 200,000

商工組合中央金庫 50,000

合計 1,050,000



⑧ 一年以内返済予定長期借入金 

  

 
  

⑨ 長期借入金 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

借入先 金額(千円)

株式会社岩手銀行 377,360

商工組合中央金庫 77,840

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 68,000

株式会社東北銀行 64,760

日本政策投資銀行 53,000

株式会社みちのく銀行 45,000

株式会社七十七銀行 40,000

農林中央金庫 40,000

日本生命保険相互会社 20,000

合計 785,960

借入先 金額(千円)

株式会社岩手銀行
965,120

商工組合中央金庫
182,200

株式会社七十七銀行
150,000

株式会社みちのく銀行
144,730

日本政策投資銀行
81,500

農林中央金庫
70,000

日本生命保険相互会社
35,000

株式会社東北銀行
19,800

合計 1,648,350



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
（注） 手数料及び申請料には消費税等は含まれておりません。 

  

  

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 事業年度末日の翌日から３か月以内

基準日 ２月末日

株券の種類 １株券、10株券、100株券

剰余金の配当の基準日
２月末日
８月31日

１単元の株式数 －

株式の名義書換え

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

株券喪失登録

  株券喪失登録申請料 １件につき10,000円

  新券交付手数料 １枚につき  500円

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 該当事項はありません。



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には、法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第25期 (自平成17年３月１日 至平成18年２月28日)平成18年５月26日東北財務局長に提

出。 

  

(2) 半期報告書 

事業年度 第26期中 (自平成18年３月１日 至平成18年８月31日)平成18年11月24日東北財務局長に提

出。 

  

  



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 
  

  

平成１８年５月２５日

  

 
  

  
 

   

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社薬王堂の平成１７年３月１日から平成１８年２月２８日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び

連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社薬王堂及び連結子会社の平成１８年２月２８日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 
  

株 式 会 社  薬  王  堂

取 締 役 会  御 中

監査法人  ト  ー  マ  ツ

指定社員
業務執行社員 公認会計士 菅     博  雄  印

指定社員
業務執行社員 公認会計士 谷  藤  雅  俊  印

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 
  

  

平成１９年５月２５日

  

 
  

  
 

   

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社薬王堂の平成１８年３月１日から平成１９年２月２８日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社薬王堂及び連結子会社の平成１９年２月２８日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 
  

株 式 会 社  薬  王  堂

取 締 役 会  御 中

監査法人  ト  ー  マ  ツ

指定社員
業務執行社員 公認会計士 菅     博  雄  印

指定社員
業務執行社員 公認会計士 谷  藤  雅  俊  印

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 
  

  

平成１８年５月２５日

  

 
  

  
 

   

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社薬王堂の平成１７年３月１日から平成１８年２月２８日までの第２５期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社薬王堂の平成１８年２月２８日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 
  

  

株 式 会 社  薬  王  堂

取 締 役 会  御  中

監 査 法 人  ト ー マ ツ

指定社員
業務執行社員 公認会計士 菅     博  雄  印

指定社員
業務執行社員 公認会計士 谷  藤  雅  俊  印

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 
  

  

平成１９年５月２５日

  

 
  

  
 

   

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社薬王堂の平成１８年３月１日から平成１９年２月２８日までの第２６期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社薬王堂の平成１９年２月２８日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 
  

  

株 式 会 社  薬  王  堂

取 締 役 会  御  中

監 査 法 人  ト ー マ ツ

指定社員
業務執行社員 公認会計士 菅     博  雄  印

指定社員
業務執行社員 公認会計士 谷  藤  雅  俊  印

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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